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第３章 災害応急対策計画

地震・津波災害による被害の拡大を防止するため、道、市町村及び防災関係機関は、それぞれの計
画に基づき災害応急対策を実施する。

第１節 応急活動体制

地震・津波災害時に被害の拡大を防止するとともに、災害応急対策を円滑に実施するため、道、市
町村及び防災関係機関は、相互に連携を図り、災害対策本部等を速やかに設置するなど、応急活動体
制を確立する。
北海道災害対策本部及び市町村災害対策本部は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる

体制のもと、適切な対応がとれるよう努めるものとする。
また、国の非常災害現地対策本部等が設置されたときは、同本部等と連携を図る。

第１ 災害対策組織
１ 道の災害対策組織
(1) 緊急幹部会議

知事は、地震・津波災害による被害等の発生が予想されるときで、必要と認めるときは緊急
幹部会議を招集し、初動体制に万全を期するものとする。

(2) 災害対策連絡本部
ア 災害対策連絡本部
(ｱ) 設置
知事は、地震・津波災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、次の基準の一に該当

し必要と認めるときは、災害対策本部に円滑に移行できる組織として、災害対策連絡本部（以
下「連絡本部」という。）を設置し、災害応急対策を実施する。

連 絡 本 部 設 置 基 準
１ 道内に震度５弱又は５強の地震が発生したとき
２ 本道沿岸に「津波警報」が発表されたとき
３ 道内に地震・津波による被害が発生したとき、又は発生するおそれがあるとき
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(ｲ) 組織等
① 組 織
連絡本部の組織は、次のとおりとする。

【連絡本部組織図】

連 絡 本 部 長 危 機 管 理 班 （総務部危機対策局）
（知事) 総 務 班 (総務部(総務部危機対策局を除く)）

総 合 政 策 班 （総合政策部）
連絡副本部長 環 境 生 活 班 （環境生活部）

（副知事） 保 健 福 祉 班 （保健福祉部）
経 済 班 （経済部）
農 政 班 （農政部）
水 産 林 務 班 (水産林務部）
建 設 班 （建設部）
出 納 班 （出納局）
企 業 班 （企業局）
道 立 病 院 班 （道立病院局）

(地域創生部、総務

地 方 連 絡 本 部 総 務 班
課、税務課、課税
課・納税課（道税
事務所を除く））

（総合振興局又は振興局） 保健環境班 (保健環境部)
産業経済班 (産業振興部)
土木技術班 (建設管理部）

協 力 班 (その他の地方部局)（東京事務所）

東京地方連絡本部

※1 連絡本部の班長は、各部局長とする。
※2 地方連絡本部長は、総合振興局長又は振興局長及び東京事務所長とする。地方連絡本部の班長
は、総合振興局又は振興局各部長、総合振興局副局長（建設管理部担当）又は振興局副局長（建
設管理部担当）及びその他の出先機関の長とする。

※3 災害の状況により一部の班を設置しない事ができる。

② 所掌等

連絡本部の各班の所掌事務は、災害対策本部の各班の所掌事務に準ずる。庶務は総務部

危機対策局危機対策課において処理する。

(ｳ) 廃止

知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、もしくは災害応急対策がおおむね完了

したときは、連絡本部を廃止する。

また、知事は、基本法第２３条の規定に基づく災害対策本部を設置したときは、連絡本部

を廃止する。

イ 災害対策地方連絡本部

(ｱ) 設置

災害対策連絡本部を設置する場合は、知事は、関係する総合振興局又は振興局及び東京事

務所に災害対策地方連絡本部（以下「地方連絡本部」という。）を置くことができる。

また、総合振興局長又は振興局長は、地方連絡本部を設置することができる。

(ｲ) 組織等

① 組織

地方連絡本部に地方連絡本部長を置き、地方連絡本部長は総合振興局長又は振興局長及
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び東京事務所長とする。

地方連絡本部長は、連絡本部長の定めるところにより、災害対策に関する事務を掌理し、

所属の職員を指揮監督する。

② 所掌等

地方連絡本部の各班の所掌事務は、災害対策地方本部の各班の所掌事務に準ずる。庶務は

総合振興局又は振興局地域創生部地域政策課において処理する。

(ｳ) 廃止

知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむね完了し

たときは、地方連絡本部を廃止する。

また、知事は、基本法第２３条の規定に基づく災害対策本部を設置した場合において、関係

する総合振興局又は振興局及び東京事務所に災害対策地方本部を設置したときは、当該総合振

興局又は振興局及び東京事務所の地方連絡本部を廃止する。

なお、総合振興局長又は振興局長は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災

害応急対策がおおむね完了したときは、知事の承認を得た上で、地方連絡本部を廃止すること

ができる。

(3) 災害対策本部

ア 災害対策本部

(ｱ) 設置

災害対策本部は、基本法第23条の規定により、地震・津波が発生し、又は災害が発生するお

それがある場合において、次の設置基準の一に該当し、知事が必要と認めるときに設置する。

なお、必要に応じて災害対策本部に指揮室を置くことができる。

災 害 対 策 本 部 設 置 基 準

１ 道内に震度６弱以上の地震が発生したとき

２ 本道沿岸に大津波警報が発表されたとき

３ 道内に地震・津波による大規模な被害が発生したとき、又は発生するおそ

れがあるとき
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(ｲ) 組織等
① 組織

災害対策本部の組織は、次のとおりとする。

（要請）
本部長 危機管理班 (危機対策局)

(知事) 総 務 班 (総務部（危機対策局を除く）

副本部長
総合政策班 (総合政策部)

環境生活班 (環境生活部)

（参集）
(副知事)

保健福祉班 (保健福祉部)

北海道総合通信局 指揮室 本部員 経 済 班 (経 済 部)

北海道開発局 農 政 班 (農 政 部)

北海道運輸局 水産林務班 (水産林務部)

北海道地方測量部 総括班 警察本部長 建 設 班 (建 設 部)

札幌管区気象台 情報・広報担当 教育長 出 納 班 (出 納 局)

第一管区海上保安本部 総務・庶務班 会計管理者 企 業 班 (企 業 局)

陸上自衛隊北部方面総監部 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･ 公営企業管理者 道立病院班 (道立病院局)

全国消防長会北海道支部 公共交通機関班 病院事業管理者

北海道旅客鉄道株式会杜 道路交通・河川班 危機管理監

東日本電信電話㈱北海道事業部 救出･救助班 総務部長

㈱NTTﾄﾞｺﾓ北海道支社 消防応援活動 総合政策部長

KDDI㈱ 調整担当 環境生活部長

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱ ヘリコプター等 保健福祉部長

日本赤十字社北海道支部 運用調整班 経済部長 現地本部 総 務 班

日本放送協会札幌放送局 応急医療班 農政部長 広 報 班

東日本高速道路㈱北海道支社 特命班 水産林務部長 保健医療班

北海道電力㈱ 応援受援・ 建設部長 生活福祉班

一般社団法人北海道医師会 輸送調整班 産 業 班

その他の防災関係機関 避難所担当 本部連絡員 建設土木班

北海道ヘリコプター等運用調

整会議 (ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ等運用調整班) (地域創生部､総務課､税務課､課

地方本部 総務班 税課･納税課 (道税事務所を除

く))

該当総合振興局 保健環境班 (保健環境部)

又は振興局 産業経済班 (産業振興部)

指揮室 土木技術班 (建設管理部)

協 力 班 (その他の地方部局)

東京地方本部 (東京事務所)

災害警備本部 (北海道警察本部)

教育対策本部 (北海道教育庁)

② 運営

災害対策本部の運営は、北海道災害対策本部条例(昭和37年北海道条例54号）及び北海道災

害対策本部運営規程に定めるところによる。
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③ 所掌

災害対策本部の所掌事務は、北海道災害対策本部運営規程に定めるところによるが、その

主なものは次のとおりである。

災害対策本部の主な所掌事務

災 害 対 策 本 部

危機管理班 １ 気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに情報等の受理伝達

２ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告

３ 北海道防災会議との連絡調整に関すること

４ 災害対策本部の設置及び廃止

５ 地方本部に対する指示及び連絡

６ 救助法の適用

７ 市町村長の実施すべき応急措置の代行

８ 指定公共機関の長等に対する応急措置の実施要請等

９ 自衛隊の災害派遣要請

総 務 班 １ 道有財産（他部課の所管に属するものを除く）の被害調査及び応急

対策

２ 災害関係予算に関すること

３ 私立学校の被害調査及び復旧対策

４ 災害時の道税の措置

総合政策班 １ 災害広報の実施

２ 空港、港湾、交通施設等の被害状況の収集（他部課の所管に属する

ものを除く）

３ 被災市町村に対する財政援助

４ 被災時における通信手段の確保に関すること（他部課の所管に属する

ものを除く）

環境生活班 １ 災害時における廃棄物処理計画の指導

２ 災害時の給水計画の指導

３ 水道施設の復旧指導

４ 災害時における生活必需品の需給及び価格動向の監視

５ 被災に伴う環境の監視及び公害対策の指導

６ 家庭動物等対策の調整

保健福祉班 １ 応急救助計画の作成及び実施

２ 市町村における応急救助の実施指導

３ 日赤救助活動の連絡調整

４ 救助法に基づく救助物資の調達及び配分

５ 被災地の高齢者、障がい者等の保護

６ 被災者の生活保護

７ 災害時の医療救護

８ 医療資機材の確保及び供給

９ 災害時の防疫計画の作成及び実施

10 災害時の保健指導

11 社会福祉協議会を通じたボランティア活動への支援
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経 済 班 １ 災害時における流通対策の総合調整

２ エネルギー関係の被害調査及び復旧対策

３ 災害時における燃料の需給等の調整

４ 商工業及び労働に係る災害応急対策の総合調整

農 政 班 １ 農業関係の被害調査及び応急対策

２ 被災地の農作物及び家畜の技術指導

３ 農業災害関係資金の融通

４ 農地、農業用施設及び農地海岸保全施設の応急措置等

５ 関係団体に対する指導・調整及び応援の要請

水産林務班 １ 漁業災害に関する応急措置及び復旧対策

２ 漁港、漁港海岸及び漁業用施設の被害調査、応急措置及び復旧対策

３ 漁船の応急措置及び復旧対策

４ 林業関係災害の被害調査、応急措置及び復旧対策

５ 災害応急復旧用木材の需給対策

６ 関係団体に対する指導・調整及び応援の要請

建 設 班 １ 被災地の道路の交通不能箇所の調査及び交通の確保等

２ 河川等の被害調査及び応急措置

３ 海岸の事故等の情報収集、被害調査及び応急措置等

４ 砂防、急傾斜地等の被害調査及び応急措置

５ 公園、下水道の被害調査及び復旧対策

６ 都市施設の被害調査及び復旧対策

７ 建築物の被害状況調査（応急危険度判定等）

出 納 班 １ 災害救助基金等応急救助費の支出

企 業 班 １ 施設の情報収集及び被害調査

道立病院班 １ 災害時の医療救護

２ 医療資機材の確保及び供給

(ｳ) 設置場所

① 災害対策本部は、原則として本庁に設置する。

② 災害対策本部会議は、本庁舎３階、テレビ会議室で開催する。

(ｴ) 災害対策本部指揮室

① 設置

本部長は、災害の規模その他の状況により、当該災害に係る災害応急対策を推進するため、

特別の必要があると認めるときは、関係機関等（基本法第23条第7項に規定する関係機関等）

へ職員等の参集を要請し、初動対応の指揮命令を担う災害対策本部指揮室を設置することが

できる。

② 組織等

a 組織

指揮室に指揮室長を置き、指揮室長は副本部長とする。

指揮室長は、指揮室の各班及び指揮室に属する職員を指揮監督する。

災害対策本部の各班に属する職員は、必要により指揮室の要員を兼ねる。

b 運営

災害対策本部指揮室の運営は、北海道災害対策本部運営規程及び北海道災害対策本部運

営要領に定めるところによる。

c 所掌

災害対策本部指揮室の所掌は、北海道災害対策本部運営要領に定めるところによるが、そ

の主なものは次のとおりである。
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班 所掌事務

統括班 ○災害対策本部及び指揮室の運営に関すること

○本部員会議の開催、運営に関すること

○自衛隊との調整に関すること（他班に属することを除く）

○道警との調整に関すること（他班に属することを除く）

○国及び国の現地対策本部との連絡調整に関すること

○地方本部等との調整、支援及び人員派遣（現地連絡員）に関すること

○市町村の実施すべき応急措置の代行に関すること（罹災証明を除く）

○災害対策基本法等の運用統括

○報道専門官による発表に関すること

○報道対応に関すること

○災害救助法の適用に関すること

［情報・広 ○各班からの情報集約と時系列の作成及び各班への情報提供

報担当］ ○公開情報（テレビ、報道等）の収集

○気象情報等の収集等

○各地方本部からの情報収集と提供

○防災関係機関の被害状況の把握及び防災関係機関からの情報収集

（航空映像含、防災共通地図を含む）

○消防庁への報告に関すること

○SNSを用いた情報発信に関すること

○広報に関すること

総務・庶務班 ○道議会に関すること

○指揮室の庶務に関すること

○職員の食料・飲料に関すること

○職員の勤務体制に関すること

○災害義援金に関すること

○災害見舞金に関すること

○罹災証明の支援に関すること

ライフライン・ ○ライフライン（通信網、電力施設、ガス関係、上下水道）の被害状況

公共交通機関班 や復旧目処に関する情報収集及び復旧調整

○ＪＲ、空港、港湾の被害状況や復旧目処に関する情報収集

○公共交通機関など交通機関の運行状況や復旧目処に関する情報収集

○高速道路の無料化措置に関すること

道路交通・河川班 ○道路の被害状況や応急対応の復旧状況及び通行止め等の道路情報

に関する情報収集

○緊急輸送路に関すること

○河川等の被害状況や応急対応の状況等に関する情報収集

救出・救助班 ○消防、警察、海上保安庁、自衛隊等が実施する救出救助活動の総 合

調整及び被災者の救出に関すること

○ヘリコプター等運用調整班との調整

［消防応援活 ○消防応援活動調整本部の運営

動調整担当］

ヘリコプター等 ○ヘリコプター等の運用調整に関すること
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運用調整班

応急医療班 ○医療救護に関する状況把握、連絡調整に関すること

○保健医療福祉調整本部、ＤＭＡＴ調整本部との調整に関すること

○ＤＭＡＴ・救護班の派遣、受入に関する連絡調整に関すること

○医薬品等の供給対策に関すること

特命班 ○災害対策本部指揮室における特命事項に関すること

○原子力災害対策に関すること

応援受援・ 〇職員の派遣等に関すること

輸送調達班班 〇市町村間の職員の派遣等に関すること

〇物資（食料、水、生活必需品等）の輸送・調達等に係る関係機関 と

の連絡調整に関すること

〇市町村における要配慮者対策の把握・支援に関すること

〇社会福祉協議会を通じた災害ボランティア活動の状況把握、連絡 調

整に関すること

［避難所担当］〇避難に係る調整及び避難所運営等、避難に係る諸対策に関すること

③ 設置場所

a 災害対策本部指揮室は、本庁舎地下１階危機管理センターに設置する。

b 要請を受けた関係機関等の職員は、指揮室が設置された危機管理センターに参集するもの

とし、活動状況等により別館地下１階大会議室を活用する。

④ 通知

本部長は、災害対策本部指揮室を設置、又は廃止したときは、直ちに本部員、地方本部長、

関係市町村長及び関係する防災関係機関の長に通知する。

⑤ 廃止

本部長は、災害応急対策がおおむね完了したとき、若しくは災害状況に応じて災害対策本部

指揮室を廃止する。

(ｵ) 廃止

知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむね完了

したときは、災害対策本部を廃止する。

(ｶ) 通知

知事は、災害対策本部を設置、又は廃止したときは、直ちに本部員、地方本部長に通知す

るとともに、速やかに次に掲げる者のうち必要と認める者に通知する。

① 市町村長

② 防災会議構成機関の長

③ 内閣総理大臣及び国務大臣（防災担当大臣、消防庁長官等）

② 隣接県知事

イ 災害対策地方本部

(ｱ) 設置

災害対策本部を設置する場合は、知事は、関係する総合振興局又は振興局及び東京事務所に

災害対策地方本部（以下「地方本部」という。）を置くことができる。

(ｲ) 組織等

① 組織

地方本部に地方本部長を置き、地方本部長は総合振興局長又は振興局長及び東京事務所長

とする。

地方本部長は、本部長の定めるところにより、災害対策に関する事務を掌理し、所属の職

員を指揮監督する。

② 運営

地方本部の運営は、北海道災害対策本部条例（昭和37年北海道条例第54号）及び北海道災

害対策本部運営規程に定めるところによる。
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③ 所掌

地方本部の所掌事務は、北海道災害対策本部運営規程に定めるところによるが、その主な

ものは次のとおりである

地 方 本 部

総 務 班 1 気象等に関する特別警報・警報・注意報並びに情報等の受理伝達及び対

策通報

2 被害状況等の収集及び報告

3 市町村長に対する応急措置の実施又は応援の指示権の行使

4 指定公共機関の出先の長等に対する応急措置の実施要請等

5 防災通信の運用

6 自衛隊の災害派遣要請

7 総合振興局又は振興局協議会に関すること

保健環境班 1 災害時の応急医療の調整

2 被災地の給水計画及び水道施設復旧の指導

3 被災地の防疫の実施指導

4 被災地の環境衛生保持及び食品衛生保持

5 被災地の保健衛生指導

6 被災地の医療品等の需給

7 救助実施の指導

8 社会福祉協議会を通じたボランティア活動への支援

9 被災地の廃棄物処理の調整・支援

10 被災に伴う環境の監視及び公害対策の指導

11 家庭動物等対策の調整

産業経済班 1 災害時の応急食料の供給

2 災害時の生活必需品、燃料その他物資の供給に関すること

3 災害応急対策資機材等の需給

4 被災各種産業の被害調査、応急措置及び復旧対策

土木技術班 1 災害時の関係公共土木施設被害調査及び災害応急対策の実施

2 被災地の交通情報の収集及び所管する交通路の確保

3 被災建物に係る調査（応急危険度判定等）

協 力 班 1 災害予防及び応急対策実施のための応援等

(ｳ) 設置場所

地方本部は、関係する総合振興局又は振興局及び東京事務所に設置する。

なお、必要に応じて、地方本部に災害対策指揮室を設置することができる。この場合におい

ては、次のとおりとする。

① 災害対策地方本部指揮室の設置

地方本部長は、災害の規模その他の状況により、当該災害に係る災害応急対策を推進す

るため、特別の必要があると認めるときは、関係機関等（基本法第23条第7項に規定する

関係機関等）へ職員等の参集を要請し、初動対応の指揮命令を担う災害対策地方本部指揮

室を設置することができる。

② 災害対策地方本部指揮室の組織等

a 組織

地方本部指揮室に指揮室長を置き、指揮室長は副地方本部長とする。

指揮室長は、地方本部指揮室の各班及び地方本部指揮室に属する職員を指揮監督する。

災害対策地方本部の各班に属する職員は、必要により指揮室の要員を兼ねる。

b 運営

災害対策地方本部指揮室の運営は、北海道災害対策本部運営規程及び北海道災害対策

本部運営要領に定めるところによる。

c 所掌



- 91 -

地方本部指揮室には、災害対策本部の指揮室に準じた班を置く。なお、班の職員及び所

掌事務は、別に当該地方本部の地方本部長が定める。

③ 設置場所

災害対策地方本部指揮室は、当該振興局が定める場所に設置する。

④ 通知

地方本部長は、災害対策地方本部指揮室を設置、又は廃止したときは、直ちに地方本部

員、関係市町村長及び関係する防災関係機関の長に通知する。

⑤ 廃止

地方本部長は、災害応急対策がおおむね完了したとき、若しくは災害状況に応じて災害

対策地方本部指揮室を廃止する。

(ｴ) 廃止

知事は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむね完了し

たときは、地方本部を廃止する。

(ｵ) 通知

知事は、地方本部を設置したときは、速やかに次に掲げる者のうち必要と認めるものに通知

する。

なお、廃止した場合は、設置の場合に準ずるものとする。

① 市町村長

② 防災会議構成機関の長

ウ 現地災害対策本部等

(ｱ) 設置

本部長は、迅速・的確な災害応急対策を実施するため必要と認めるときは、被災現地に現

地災害対策本部（以下「現地本部」という。）を設置することができる。

(ｲ) 組織等

① 現地本部は、北海道災害対策本部条例に基づき、災害対策本部及び地方本部員の職員の

うちから、本部長が指名する者をもって組織する。

② 被災地を所管する災害対策地方本部長が現地本部副本部長に指名された場合、地方本部

各班は災害対策に必要な連絡調整員を現地本部関連班に派遣し、一体的な対策を実施する

ものとする。

③ 住民避難や学校施設被害が想定される場合、教育対策本部は、連絡調整員を現地本部生

活福祉班に派遣するものとする。

④ 所掌

班 所 掌 事 務

総 務 班 ・被災情報、措置状況等の収集、記録及び各災害対策本部への伝達

・現地本部員会議、関係災害対策本部調整会議等の実施

・防災無線、ネットワーク等通信の確保

広 報 班 ・住民への情報提供

・各種報道対応

保健医療班 ・傷病者搬送（トリアージ）の調整

・医療救護活動の支援及び地元病院等関係機関との調整

・防疫対策の指導

生活福祉班 ・救助物資、災害救助法に関する調整

・避難所、仮設住宅、ペット等の調整、支援

・社会福祉協議会を通じたボランティア等との調整・支援

産業班 ・農林水産業、商工業に関する被災状況等の把握

・農林水産業、商工業に係る応急対策の調整、指導、実施

建設土木班 ・所管の公共土木施設等に関する被害状況等の把握

・所管の公共土木施設等に係る応急対策の調整、実施

・被災地の交通情報の把握及び所管交通路の確保
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(ｳ) 通知

本部長は、現地本部を設置、又は廃止したときは、直ちに本部員、地方本部長、関係市町

村長及び関係する防災関係機関の長に通知する。

(ｴ) 廃止

本部長は、被災現地における災害応急対策がおおむね完了したときは、現地本部を廃止す

る。

(ｵ) 現地災害対策連絡本部の設置

連絡本部長は、アからエの規定に準じて、現地災害対策連絡本部を設置することができる。

[参考] 北海道災害対策本部条例

北海道災害対策本部運営規程

北海道災害対策本部運営要領

２ 市町村の災害対策組織

市町村長は、地震・津波災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害の状況に応じて、

基本法第２３条の２の規定に基づき災害対策本部を設置し、その地域に係る災害応急対策を実施

する。

市町村は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、適切な対応

がとれるよう努めるとともに、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。

３ 防災関係機関の災害対策組織

指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の長は、地震・津波災害が発生し、又

は発生するおそれがある場合、災害の状況に応じて災害対策組織を設置し、その所管に係る災害

応急対策を実施する。

４ 災害対策現地合同本部

(1) 設置

災害対策現地合同本部は、大規模な災害が発生した際に、防災機関が相互に協議し、現地に

おいて災害対策を連携して行うことが必要なときに設置する。

また、災害の状況等により必要な場合は、災害発生地域の防災関係機関による地方災害対策現

地合同本部を設置することができる。

災害対策現地合同本部等設置に関する情報伝達系統は、次のとおりである。
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災害対策現地合同本部等設置に関する情報伝達系統

大規模災害 大規模事故災害

（予兆、予報（注意報含む）、警報及び情報等、

災害の発見等）

気象台 防災関係機関 研究機関 事故発見者 施設管理者の出先機関

消 防 施設管理者

消 防

市町村 関係機関 警 察

警 察

総合振興局又は振 市町村

興局

北海道 防災関係機関 総合振興局又は振

興局

北海道 防災関係機関

市 町 村

消 防 機 関

現地合同本部の設置協議 北海道開発局

派遣要請 第一管区海上保安本部

市町村ほか防災関係機関 陸上自衛隊北部方面総監部

北海道警察

札幌管区気象台

東日本電信電話㈱北海道事業部

災害対策現地合同本部 派遣 ㈱ＮＴＴﾄﾞｺﾓ北海道支社

(地方災害対策現地合同本部) 北海道電力㈱

日本赤十字社北海道支部

東日本高速道路㈱北海道支社

北海道旅客鉄道㈱

一般社団法人北海道医師会

その他防災関係機関

(2) 組織等

災害対策現地合同本部の組織は、次のとおりとする。

【災害対策現地合同本部組織図】

本 部 長 副本部長 総 務 班

住民対応班

広 報 班

医 療 班

救助救出班

警 備 班

応急対策班
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現地合同本部等の業務分担（基準）

班 担 当 内 容 主な担当機関

総 務 班 総 務 担 当 現地合同対策本部の庶務 北海道、市町村、通信関係機関、施設管理者

調 整 担 当 関係機関の調整（応援･協力の 北海道、市町村、気象台

要請）

住民対応班 被災者家族への対応等 北海道、市町村、施設管理者

広 報 班 報道対応、住民への情報提供 北海道、市町村、防災関係機関、施設管理者

医 療 班 応急措置対応 被災者のトリアージ・応急処 北海道、消防、医師会、日赤

置等

健康管理対応 被災者家族等の健康管理・対 北海道、市町村、医師会、日赤

応等

救助救出班 救助救出方法の検討、調整、 警察、消防、施設管理者、市町村

実施 （自衛隊、海保～派遣があった場合）

警 備 班 被災現場の交通規制、立入制 警察、海保、施設管理者、市町村

限等

応急対策班 災害応急措置等 北海道、市町村、防災関係機関、施設管理者

（自衛隊～災害派遣があった場合）

※ 施設管理者は、事故災害の場合のみ

(3) 運営等

災害対策現地合同本部設置要綱に定めるところによる。

(4) 廃止

災害対策現地合同本部等は、災害応急対策がおおむね完了したときに、防災関係機関が相互

に協議し廃止する。

５ 消防応援活動調整本部

(1) 設置

緊急消防援助隊の出動が決定された場合、被災地での緊急消防援助隊の迅速かつ的確な活動に

資するため、消防組織法第４４条の２及び「北海道消防応援活動調整本部設置規程」に基づき、

知事が消防応援活動調整本部を設置し、連絡調整等を行うものとする。

ア 調整本部は、被災地が複数の市町村である場合、又は、被災地が一つの市町村であっても被害

の状況等から必要があると認める場合には、設置するものとする。

イ 調整本部は、北海道庁本庁舎内に設置する。ただし、必要に応じ被災地において連絡調整に適

する場所に設置することができるものとする。

(2) 運営等

北海道消防応援活動調整本部設置規程に定めるところによる。

(3) 廃止

調整本部は、北海道知事の応援要請の解除決定に伴い、北海道内における緊急消防援助隊の活

動が全て終了した時点において、廃止するものとする。

６ 民間団体との協力

道及び市町村は、地震・津波災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害の状況に応

じて民間団体と連携協力しながら、迅速・的確に災害応急対策を実施する。

７ 知事の職務の代理

緊急幹部会議の招集や災害対策（連絡）本部の設置をはじめ、災害応急対策に係る知事の職務に

関して、知事に事故あるときは、副知事がその職務を代理する。
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【災害（事故）時等の道の対応】

各部・総合振興局又は 市町村、消防、警察、施設管理

振興局等出先機関 者

連

総 務 部

絡 (危機対策局危機対策課) 関係部

報告・指示

体

総務部危機管理監

制 （総務部危機対策局長）

報告・指示

知 事

（副 知 事)

緊急幹部会議

(構成員）知事、副知事、

決 総務部長、総務部危機管理監

定

災害対策連絡本部 地方連絡本部

対

・本 部 長:知 事 現地連絡本部

決 ・副本部長:副知事

策 定 ・班 長:各関係部長等 現地合同本部

（

移

組 行

）

災 害 対 策 本 部 地 方 本 部

織

・本 部 長:知事 現 地 本 部

・副本部長:副知事

・本 部 員:各部長等 現地合同本部

消防応援活動調整本部
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第２ 道職員の動員配備

１ 配備計画

各部局長、総合振興局又は振興局長等は、災害の種類・規模に応じて適切な職員配置を行うため、

連絡体制、配備する人員などをあらかじめ配備計画として定めるものとする。

２ 配備基準等

配備基準及び配備人員は、次のとおりとする。

区 分 体 制 配 備 基 準 配 備 人 員

連 １ 道内に震度４の地震が発生したとき 配備計画の第１非常配備人員と

絡 第 ２ 本道沿岸に「津波注意報」が発表され し、災害の状況等により必要と認

本 １ たとき。 める人員

部 非

の 常

設 配

置 備

前

連 １ 道内に震度５弱又は５強の地震が発生 配備計画の第２非常配備人員と

絡 第 したとき。 し、災害の状況等により必要と認

本 ２ ２ 本道沿岸に「津波警報」が発表された める人員

部 非 とき。

の 常 ３ 道内に局地的な地震・津波災害が発生

設 配 し、災害応急対策が必要と認められると

置 備 き。

後 ４ 連絡本部長が指示したとき。

災 １ 道内に震度６弱以上の地震が発生した 配備計画の第３非常配備人員と

害 第 とき。 し、災害の状況等により必要と認

対 ３ ２ 本道沿岸に、「大津波警報（特別警報）」 める人員

策 非 が発表されたとき。

本 常 ３ 道内に大規模な地震・津波災害が発生

部 配 し、広域的な災害応急対策が必要と認め

の 備 られるとき。

設 ４ 本部長が指示したとき。

置

後

（備考） 災害の規模及び特性に応じ上記基準によりがたいと認められる場合においては、

臨機応変な配備体制を整えるものとする。

３ 職員の配備体制

(1) 連絡本部設置前

ア 第１非常配備要員は、配備基準に該当する地震等が発生したときは、直ちに配備体制につ

く。

イ 第１非常配備に関わる指揮監督は、各部局長が行う。

なお、総括は総務部危機管理監が行う。

(2) 連絡本部設置後

ア 連絡本部長は、連絡本部の設置を決定したときは、直ちに第２非常配備体制をとるよう各

班長及び地方連絡本部長に通知する。

イ 各班長及び地方連絡本部長は、連絡本部の設置が決定されたときは、配備計画に基づき第

２非常配備体制をとる。
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(3) 災害対策本部設置後

ア 災害対策本部長は、災害対策本部の設置を決定したときは、直ちに第３非常配備体制をと

るよう各班長及び地方本部長に通知する。

イ 各班長及び地方本部長は、災害対策本部の設置が決定されたときは、配備計画に基づき第

３非常配備体制をとる。

４ 緊急参集等

職員は、勤務時間外、休日等において、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあること

を覚知したときは、配備計画に基づき自身の安全の確保に十分に配慮しつつ、直ちに所属、又は

あらかじめ指定された場所に参集し配備につく。

５ 休日・夜間の連絡体制の確保

地震・津波災害時には、初動時の対応が最も重要であることから、道、市町村及び防災関係機

関は、休日、夜間においても迅速に初動体制がとれるよう連絡体制を整備する。

また、通信の途絶等により職員との連絡が取れない場合を想定した自主参集などについても、

連絡体制の中に定めておくものとする。
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第２節 地震、津波情報の伝達計画

地震、津波情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおりである。

第１ 緊急地震速報

１ 緊急地震速報の発表等

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上が予想された地域に対し、

緊急地震速報（警報）を発表する。

なお、震度が６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけら

れる。

注） 緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析する

ことにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報で

ある。このため、震源付近では、強い揺れの到達に間に合わない場合がある。

２ 緊急地震速報の伝達

緊急地震速報は、地震による被害の軽減に資するため気象庁が発表し、日本放送協会（ＮＨＫ）

に伝達されるとともに、関係省庁、地方公共団体に提供される。

また、放送事業者、通信事業者等の協力を得て、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、

携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ワンセグ等を用いて広く伝達されている。

気象庁が発表した緊急地震速報、地震情報、津波警報等は、消防庁の全国瞬時警報システム

（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により、地方公共団体等に伝達される。

地方公共団体、放送事業者等は、伝達を受けた緊急地震速報を市町村防災行政無線（戸別受信機

を含む。）等を始めとした効果的かつ確実な伝達手段を複合的に活用し、対象地域の住民への迅速

かつ的確な伝達に努めるものとする。

第２ 津波警報等の種類及び内容

１ 津波警報等の種類

(1) 大津波警報及び津波警報

該当する津波予報区において、津波による重大な災害のおそれが著しく大きい場合に大津波警

報を、津波による重大な災害のおそれがある場合に津波警報を発表する。

なお、大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。

(2) 津波注意報

該当する津波予報区において、津波による災害のおそれがあると予想されるとき発表する。

(3) 津波予報

津波による災害のおそれがないと予想されるとき発表する。

２ 発表基準・解説・発表される津波の高さ等

気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これらをもとに沿岸で予

想される津波の高さを求め、地震が発生してから約３分を目標に大津波警報、津波警報又は津波

注意報（以下これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位で発表する。

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表する。ただ

し、地震の規模がマグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい地震の規模

をすぐに求めることができないため、津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波

想定等をもとに津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、

予想される津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを

伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模

が精度よく求められた時点で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で

発表する。
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(1) 津波警報等の種類と発表される津波の高さ等

津波警報等 発表基準 発表される津波の高さ 想定される被害ととるべき

の種類 数値での発表 巨大地震の 行動

（津波の高さの予想の 場合の発表

区分）

大津波警報 予想される津波の高さ 10ｍ超 巨大 （巨大）

（特別警報）が高いところで３ｍを （10m＜予想高さ） 木造家屋が全壊・流失し、

超える場合 10ｍ 人は津波による流れに巻き

（5m＜予想高さ≦10m） 込まれる。沿岸部や川沿い

５ｍ にいる人は、ただちに高台

（3m＜予想高さ≦5m） や避難ビルなど安全な場所

津波警報 予想される津波の高さ ３ｍ 高い へ避難する。警報が解除さ

が高いところで１ｍを （1m＜予想高さ≦3m） れるまで安全な場所から離

超え、３ｍ以下の場合 れない。

（高い）

標高の低いところでは津波

が襲い、浸水被害が発生す

る。人は津波による流れに

巻き込まれる。

沿岸部や川沿いにいる人は、

ただちに高台や避難ビルな

ど安全な場所へ避難する。

警報が解除されるまで安全

な場所から離れない。

津波注意報 予想される津波の高 １ｍ (表記しな 海の中では人は速い流れに

さが高いところで0.2（0.2m≦予想高さ≦1m）い) 巻き込まれ、また、養殖い

ｍ以上、１ｍ以下の場 かだが流失し小型船舶が転

合であって、津波によ 覆する。海の中にいる人は

る災害のおそれがある ただちに海から上がって、

場合 海岸から離れる。

海水浴や磯釣りは危険なの

で行わない。

注意報が解除されるまで海

に入ったり海岸に近付いた

りしない。

(2) 津波予報の発表基準

地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を津波予報で発表する。

津波予報の発表基準と発表内容

発表基準 発表内容

津波が予想されないとき 津波の心配なしの旨を発表

（地震情報に含めて発表）

津 0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき（津波に 高いところでも0.2ｍ未満の海面変動のため被

波 関するその他の情報に含めて発表） 害の心配はなく、特段の防災対応の必要がない

予 旨を発表

報 津波警報等の解除後も海面変動が継続するとき 津波に伴う海面変動が観測されており、今後も

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 継続する可能性が高いため、海に入っての作業

や釣り、海水浴などに際しては十分な留意が必

要である旨を発表
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３ 地震・津波に関する情報の種類と内容

（１）地震に関する情報

地震情報の種類 発表基準 内容

震度速報 ・震度３以上 地震発生約１分半後に、震度３以上

を観測した地域名（全国を約190地

域に区分）と地震の揺れの検知時刻

を速報

震源に関する ・震度３以上 「津波の心配がない」または、「若

情報 （津波警報等を発表した場合は 干の海面変動があるかもしれないが

発表しない） 被害の心配はない」旨を付加して、

地震の発生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）を発表

震源・震度に 以下のいずれかを満たした場合 地震の発生場所（震源）やその規模

関する情報 ・震度３以上 （マグニチュード）、震度３以上を

・津波警報等の発表時 観測した地域名と市町村名を発表

・若干の海面変動が予想される

場合 震度５弱以上と考えられる地域で、

・緊急地震速報（警報）を発表 震度を入手していない地点がある場

した場合 合は、その市町村名を発表

各地の震度に ・震度１以上 震度１以上を観測した地点のほか、

関する情報 地震の発生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）を発表

震度５弱以上と考えられる地域で、

震度を入手していない地点がある場

合は、その地点名を発表

地震が多数発生した場合には、震

度３以上の地震についてのみ発表し、

震度２以下の地震については、その

発生回数を「その他の情報（地震回

数に関する情報）」で発表

その他の情報 ・顕著な地震の震源要素を更新 顕著な地震の震源要素更新のお知ら

した場合や地震が多発した場 せや地震が多発した場合の震度１以

合など 上を観測した地震回数情報等を発表

推計震度分布図 ・震度５弱以上 観測した各地の震度データをもと

に、１km四方ごとに推計した震度（震

度４以上）を図情報として発表

遠地地震に 国外で発生した地震について以 地震の発生時刻、発生場所（震源）

関する情報 下のいずれかを満たした場合等 やその規模（マグニチュード）を概

・マグニチュード7.0以上 ね30分以内に発表

・都市部など著しい被害が発生

する可能性がある地域で規模 日本や国外への津波の影響に関して

の大きな地震を観測した場合 も記述して発表

長周期地震動に ・震度３以上 高層ビル内での被害の発生可能性等

関する観測情報 について、地震の発生場所(震源）や、

その規模(マグにチュート）、地域ご

と及び地点ごとの長周期地震動階級

等を発表(地震発生から役20～30分後

に気象庁ホームページ上に掲載）。
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（２）地震活動に関する解説資料等

地震情報以外に、地震活動の状況等をお知らせするために気象庁本庁及び管区・地方気象台

等が関係地方公共団体、報道機関等に提供している資料

解説資料等の種類 発表基準 内容

地震解説資料 以下のいずれかを満たした場合 地震発生後30分程度を目途に、地

（速報版）※ に、一つの現象に対して一度だ 方公共団体が初動期の判断のため、

け発表 状況把握等に活用できるように、

・北海道沿岸で大津波警報、津 地震の概要、北海道の情報等、及

波警報、津波注意報発表時 び津波や地震の図情報を取りまと

・北海道で震度４以上を観測（た めた資料。

だし、地震が頻発している場合、

その都度の発表はしない。）

地震解説資料 以下のいずれかを満たした場合に 地震発生後１～２時間を目途に第1

（詳細版） 発表するほか、状況に応じて必要 号を発表し、地震や津波の特徴を解

となる続報を適宜発表 説するため、地震解説資料（速報版）

・北海道沿岸で大津波警報、津波 の内容に加えて、防災上の留意事項

警報、津波注意報発表時 やその後の地震活動の見通し、津波

・北海道で震度５弱以上を観測 や長周期地震動の観測状況、緊急地

・社会的に関心の高い地震が発生 震速報の発表状況、周辺の地域の過

去の地震活動など、より詳しい状況

等を取りまとめた資料。

地震活動図 ・定期（毎月初旬） 地震・津波に係る災害予想図の作

成、その他防災に係る活動を支援す

るために、毎月の北海道及び各地方

の地震活動の状況をとりまとめた地

震活動の傾向等を示す資料。

週間地震概況 ・定期（毎週金曜） 防災に係る活動を支援するために、

週ごとの北海道の地震活動の状況を

とりまとめた資料。

※地震解説資料（速報版）はホームページでの発表をしていない。

（３）津波に関する情報

気象庁は、津波警報等を発表した場合には、各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想

される津波の高さ、各観測点の満潮時刻や津波の到達予想時刻等を津波情報で発表する。

情報の種類 発表内容

津波到達予想時刻・予想される津波 各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波

の高さに関する情報 の高さを５段階の数値（メートル単位）または又は「巨

津 大」や「高い」という言葉で発表

［発表される津波の高さの値は、第２の２の（津波警

波 報等の種類と発表される津波の高さ等）参照］
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各地の満潮時刻・津波到達予想時刻 主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表

情 に関する情報

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表（※１）

報 沖合の津波観測に関する情報 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値

から推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波

予報区単位で発表（※２）

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表

（※１）津波観測に関する情報の発表内容について

・ 沿岸で観測された津波の第１波の到達時刻と押し引き、及びその時点までに観測された最大波

の観測時刻と高さを発表する。

・ 最大波の観測値については、大津波警報又は津波警報を発表中の津波予報区において、観測さ

れた津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であるこ

とを伝える。

沿岸で観測された津波の最大波の発表内容

警報・注意報の発表状況 観測された津波の高さ 発表内容

大津波警報を発表中 1ｍを超える 数値で発表

1ｍ以下 「観測中」と発表

津波警報を発表中 0.2ｍ以上 数値で発表

0.2ｍ未満 「観測中」と発表

津波注意報を発表中 （すべての場合） 数値で発表（津波の高さがごく小さい

場合は「微弱」と表現）

（※２）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について

・ 沖合で観測された津波の第１波の観測時刻と押し引き、その時点までに観測された最大波の観

測時刻と高さを観測点ごとに発表する。また、これら沖合の観測値から推定される沿岸での推定

値（第１波の推定到達時刻、最大波の推定到達時刻と推定高さ）を津波予報区単位で発表する。

・ 最大波の観測値及び推定値については、沿岸での観測と同じように避難行動への影響を考慮し、

一定の基準を満たすまでは数値を発表しない。大津波警報又は津波警報が発表中の津波予報区に

おいて、沿岸で推定される津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」（沖合での観測値）

及び「推定中」（沿岸での推定値）の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。

沿岸からの距離が100kmを超えるような沖合の観測点では、津波予報区との対応付けが難しいた

め、沿岸での推定値は発表しない。また、最大波の観測値については数値ではなく「観測中」の

言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。

沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値）の発表内容

津波警報等の発表状況 沿岸で推定される津波の高さ 発表内容

大津波警報を発表中 3ｍを超える 沖合での観測値、沿岸での推定値とも

数値で発表

3ｍ以下 沖合での観測値を「観測中」、沿岸での

推定値は「推定中」と発表

津波警報を発表中 1ｍを超える 沖合での観測値、沿岸での推定値とも

数値で発表

1ｍ以下 沖合での観測値を「観測中」、沿岸での

推定値は「推定中」と発表

津波注意報を発表中 （すべての場合） 沖合での観測値、沿岸での推定値とも

数値で発表

※ 津波情報の留意事項等
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① 津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報

・ 津波到達予想時刻は、津波予報区のなかで最も早く津波が到達する時刻である。同じ津波予

報区のなかでも場所によっては、この時刻よりも数十分、場合によっては１時間以上遅れて津

波が襲ってくることがある。

・ 津波の高さは、一般的に地形の影響等のため場所によって大きく異なることから、局所的に

予想される津波の高さより高くなる場合がある。

② 各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関する情報

・ 津波と満潮が重なると、潮位の高い状態に津波が重なり、被害がより大きくなる場合がある。

③ 津波観測に関する情報

・ 津波による潮位変化（第１波の到達）が観測されてから最大波が観測されるまでに数時間以

上かかることがある。

・ 場所によっては、検潮所で観測した津波の高さよりも更に大きな津波が到達しているおそれ

がある。

④ 沖合の津波観測に関する情報

・ 津波の高さは、沖合での観測値に比べ、沿岸ではさらに高くなる。

・ 津波は非常に早く伝わり、「沖合の津波観測に関する情報」が発表されてから沿岸に津波が

到達するまで５分とかからない場合もある。また、地震の発生場所によっては、情報の発表が

津波の到達に間に合わない場合もある。

第３ 地震、津波に関する情報に用いる地域名称、震央地名及び津波予報区

１ 緊急地震速報において予想される震度の発表に用いる地域
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２ 震央地名

３ 津波予報区
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第４ 津波警報等の伝達

津波警報等の伝達系統図は、次のとおりである。
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第５ 異常現象を発見した場合の通報

異常現象を発見した者は、直ちに市町村長又は警察官若しくは海上保安官に通報する。また、

通報を受けた市町村長は速やかに道及び気象官署等関係機関に通報する。

１ 異常気象

(1) 地震に関する事項 頻発地震、異常音響及び地変

(2) 水象に関する事項 異常潮位又は異常波浪

２ 通報系統図

異常現象発見者

市町村長

警 察 官

海上保安官

気象官署

北海道

防災関係機関
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● 大規模構造物への影響

長周期地震動 ※ 超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート

に よ る 超 高 層 造建物に比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。

ビルの揺れ しかし、長周期地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが

大きい場合には、固定の弱いＯＡ機器などが大きく移動し、人も固定してい

るものにつかまらないと、同じ場所にいられない状況となる可能性がある。

石 油 タ ン ク の 長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大き

スロッシング く揺れる現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生し

たりすることがある。

大規模空間を有 体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構

する施設の天井 造自体に大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたり

等の破損、脱落 して、破損、脱落することがある。

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、平野部では

地盤の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。
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第３節 災害情報等の収集、伝達計画

地震・津波災害時における災害情報等の収集、伝達についての計画は、次のとおりである。

第１ 災害情報等の収集及び伝達体制の整備

災害応急対策実施責任者、公共的団体、防災上重要な施設の管理者は、地理空間情報の活用な

どにより、災害に関する情報の収集及び伝達に努めるものとする。

１ 道及び市町村は迅速な緊急地震速報の伝達のため、その伝達体制及び通信施設、設備の充実を

図るよう努めることとし、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）などで受信した緊急地震速

報を市町村防災行政無線（戸別受信機を含む。）等により住民等への伝達に努めるものとする。

２ 道、市町村及び防災関係機関は、要配慮者にも配慮した分かりやすい情報伝達と、要配慮者や

災害により孤立する危険のある地域の被災者、都市部における帰宅困難者等情報が入手困難な被

災者等に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図るものとする。特に、災害

時に孤立するおそれのある市町村で停電が発生した場合に備え、衛星携帯電話などにより、当該

地域の住民と当該市町村との双方向の情報連絡体制を確保するよう留意するものとする。（参考

資料編８－２ 帰宅支援に関する協定）

また、被災者等への情報伝達手段として、特に市町村防災行政無線等の無線系（個別受信機を

含む）の整備を図るとともに、北海道防災情報システム、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲ

Ｔ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、

衛星携帯電話、ワンセグ等、要配慮者にも配慮した多様な手段の整備に努めるものとする。

３ 放送事業者、通信事業者等は、被害に関する情報、被災者の安否情報等について、情報の収集

及び伝達に係る体制の整備に努めるものとする。

また、道、市町村等は、安否情報の確認のためのシステムの効果的、効率的な活用が図られる

よう、住民に対する普及啓発に努めるものとする。

４ 防災関係機関は、それぞれが有する情報組織、情報収集手段、通信ネットワーク等を全面的に

活用し、迅速・的確に災害情報等を収集し、相互に交換するものとする。

また、被災地における情報の迅速かつ正確な収集・連絡を行うための情報の収集・伝達手段の

多重化・多様化に努めるものとする。

道は、北海道防災情報システム、北海道総合行政情報ネットワーク（防災回線）、ヘリコプタ

ー、テレビ会議などにより、災害情報等の収集・伝達を行う。

特に、被災市町村から道への被災状況の報告ができない場合、その他必要と認めるときは、こ

れら多様な手段の効果的活用のほか、被災地に職員を積極的に派遣し、被災情報等を収集・把握

するものとする。

人的被害の数については、道が一元的に集約、調整を行うものとする。その際、道は、関係機

関が把握している人的被害の数について積極的に収集し、一方、関係機関は、道に連絡を行うも

のとする。当該情報が得られた際は、道は、関係機関との連携のもと、人的被害の数について、

整理・突合・精査を行い、広報を行う際には、市町村等と密接に連携しながら適切に行うものと

する。

５ 道及び市町村は、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析

・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努めるものとする。

第２ 災害情報等の内容及び通報の時期

１ 道災害対策本部（連絡本部・指揮室）設置

(1) 道災害対策本部（連絡本部・指揮室）を設置したときは、本部の設置状況及びその他の情報等

について、市町村及び関係する防災関係機関へ通報する。

(2) 防災関係機関は、前事項の通報を受けたとき（市町村及び防災関係機関が設置した場合を含む。）

は、災害情報について密接な相互連絡を図るため、必要に応じて当該対策本部に連絡要員を派遣

するものとする。

２ 道への通報

市町村及び防災関係機関は、発災後の情報等について、次により道（危機対策課）に通報する。
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(1) 災害の状況及び応急対策の概要・・・・発災後速やかに

(2) 災害対策本部の設置・・・・・・・・・災害対策本部等を設置した時直ちに

(3) 被害の概要及び応急復旧の見通し・・・被害の全貌が判明するまで、又は応急復旧が完了する

まで随時

(4) 被害の確定報告・・・・・・・・・・・被害状況が確定したとき

３ 国への報告

(1) 道は、市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関からの報告を取りまとめ、災害の全般的

な状況について、次の基準により、国（消防庁経由）に逐次報告する。

道が、国へ報告すべき基準は、次のとおりである。

ア 道において災害対策本部を設置した災害

イ 災害の状況及びそれがおよぼす社会的影響等から特に必要があると認められる程度の災害

ウ ア又はイに定める災害になるおそれのある災害

エ 道は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないような災害が発生した

ときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に留意し、被害の詳細が把

握できない状況にあっても、迅速に当該情報の国（消防庁経由）への報告に努める。

オ 道は、震度５弱以上を記録した場合、国（消防庁経由）に報告する。

４ 市町村の報告

(1) 市町村は、震度５弱以上を記録した場合、被災状況を道に報告する。（但し、震度５強以上を

記録した場合、第１報を道及び国（消防庁経由）に、原則として３０分以内で可能な限り早く報

告する。）

なお、消防庁長官から要請があった場合については、第1報後の報告についても、引き続き消

防庁に報告するものとする。

(2) 市町村は、119番通報の殺到状況時には、その状況等を道及び国（消防庁経由）に報告する。

(3) 市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないような災害が発生し

たときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に留意し、被害の詳細が把

握できない状況にあっても、迅速に当該情報の道及び国（消防庁経由）への報告に努める。

第３ 災害情報等の連絡体制

１ 防災関係機関は、災害情報等の連絡等について必要な組織、連絡窓口及び連絡責任者を定めて

おくものとする。

２ 道及び市町村は、孤立した地域との連絡手段の確保を図る。

第４ 通報手段の確保

１ 一般加入電話による通報

２ 電気通信事業者の提供する通信手段による通報

３ 電気通信事業法及び契約約款に定める非常、緊急通話又は非常、緊急電報による通報

４ 非常通信協議会の提供する通信手段による通報

５ 北海道総合行政情報ネットワークによる通報

６ 孤立防止対策用衛星電話(Ku-1ch)による通報

通信回線の途絶による地域の孤立を防止するためＮＴＴが防災関係機関（市町村等）に設置して

いる孤立防対策用衛星電話(Ku-1ch)を通じて通報するものとする。

７ 衛星通信による通報

道は、災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、通信が途絶の恐れがあり、緊急に現地と各

種情報連絡が必要な場合には、小型可搬地球局による通信連絡体制を確保する。

第５ 通信施設の整備の強化

防災関係機関は、地震・津波災害時において円滑な災害情報の収集及び伝達が実施できるよう通信

施設の整備強化を図るものとする。

また、道、市町村等は、非常災害時の通信の確保を図るため、通信回線の複線化や代替回線の準備、

非常用電源設備などの整備を推進するとともに、無線設備や非常用電源設備の保守点検の実施と的確

な操作の徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所への設置等を図るものとする。

第６ 被害状況報告

地震・津波災害が発生した場合、総合振興局長又は振興局長及び市町村長は、別に定める「災害情
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報等報告取扱要領」に基づき知事に報告するものとし、知事は、「災害報告取扱要領」（資料編２－２

参照）及び「火災・災害等即報要領」に基づき国（消防庁経由）に報告するものとする。

なお、市町村長は、通信の途絶等により知事に報告することができない場合は、直接、国（消防庁

経由）に報告するものとする。

また、確定報告については、応急措置完了後20日以内に、内閣総理大臣及び消防庁長官に提出する。

○火災・災害等即報に関する情報の送付・連絡先

【通常時の報告先】

時間帯 平日(9:30～18:15) 平日(左記時間帯以外)・休日

報告先 消防庁応急対策室 消防庁宿直室

(消防防災・危機管理センター内)

ＮＴＴ回線 電話 03-5253-7527 03-5253-7777

FAX 03-5253-7537 03-5253-7553

消防防災無線 電話 *-90-49013 *-90-49102

（注１） FAX *-90-49033 *-90-49036

地域衛星通信 電話 *-048-500-90-49013 *-048-500-90-49102

ネットワーク

（注２） FAX *-048-500-90-49033 *-048-500-90-49036

中央防災無線（注３） 5017 5010

「*」各団体の交換機の特番

（注１）消防庁と都道府県をつなぐネットワーク

（注２）消防庁、都道府県及び地域衛星電話を所有する消防本部等をつなぐネットワーク

（注３）省庁等の指定行政機関、都道府県及び首都圏政令市をつなぐネットワーク

【消防庁災害対策本部設置時の報告先】

報告先 消防庁災害対策本部・情報集約班

（消防防災・危機管理センター内）

ＮＴＴ回線 電話 03-5253-7510

FAX 03-5253-7553

消防防災無線 電話 *-90-49175

（注１） FAX *-90-49036

地域衛星通信 電話 *-048-500-90-49175

ネットワーク FAX *-048-500-90-49036

（注２）

中央防災無線 5010



- 115 -

第４節 災害広報・情報提供計画

道、市町村及び防災関係機関が行う、被災者等への的確な情報伝達のための災害広報等は、本計画に

定めるところによる。

第１ 災害広報及び情報等の提供の方法

道、市町村及び防災関係機関等は、災害時において、被災地住民をはじめとする道民に対して、

正確かつ分かりやすい情報を迅速に提供することにより、流言等による社会的混乱の防止を図り、

被災地の住民等の適切な判断による行動を支援する。

また、道及び市町村は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利

利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後

の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるも

のとする。

１ 住民に対する広報等の方法

（１）道、市町村及び防災関係機関等は、地域の実情に応じ、報道機関（コミュニティＦＭを含む

ラジオ、テレビ、有線放送、ワンセグ放送、新聞）への情報提供をはじめ、市町村防災行政無

線（戸別受信機を含む。）、緊急速報メール、登録制メール、ＩＰ告知システム、広報車両、郵

便局、インターネット、ＳＮＳ（Twitter等）、臨時災害放送局、掲示板、印刷物など、あらゆ

る広報媒体を組み合わせ、迅速かつ適切な広報を行うものとし、誤報等による混乱の防止に万

全を期するものとする。また、Ｌアラート（災害時情報共有システム）で発信する災害関連情

報等の多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努めるものとする。

（２）道、市町村及び防災関係機関等は、報道機関からの災害報道のための取材活動に対し、資料

の提供等について協力するものとする。

（３）（１）の実施にあたっては、要配慮者への伝達に十分配慮する。

（４）（１）のほか、道及び市町村は、北海道防災情報システムのメールサービスやＬアラート（災

害時情報共有システム）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を活用するとともに、ポ

ータルサイト・サーバー運営業者へ協力を求めること等により、効果的な情報提供を実施する。

また、災害現場における住民懇談会等によって、一般住民並びに被災者の意見、要望、相談等

を広聴し、災害対策に反映させるものとする。

２ 道の広報

市町村及び関係機関等から情報収集するとともに、専任の職員を配置するなど、報道対応窓口を

明確化した上で、報道機関への情報提供等により被災市町村地域内外に対し、主に次の情報を適切

に提供する。

(1) 津波に関する情報（特別警報、警報、注意報、危険区域等）

(2) 避難について（避難勧告・指示の状況、避難所の位置、経路等）

(3) 交通・通信状況（交通機関運行状況・不通箇所・開通見込日時・通信途絶区域）

(4) 火災状況（発生箇所、避難等）

(5) 電気、上下水道、ガス等公益事業施設状況（被害状況、復旧状況、営業状況、注意事項等）

(6) 医療救護所の開設状況

(7) 給食、給水実施状況（供給日時、場所、量、対象者等）

(8) 衣料・生活必需品等供給状況（供給日時、場所、種類、量、対象者等）

(9) 道路・橋梁、河川、港湾等土木施設状況（被害状況、復旧状況等）

(10) 住民の責務等民生の安定及び社会秩序保持のため必要とする事項

３ 市町村の広報

市町村は、所管区域内の防災関係機関との連絡を密にするとともに、被災者のニーズを十分把

握した上で、被災者をはじめとする住民に対し、直接的に、被害の区域・状況、二次災害の危険

性、避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備情報・高齢者等避難開始、避難場所・避難所、医療機
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関、スーパーマーケット、ガソリンスタンド等の生活関連情報、ライフラインや交通施設等の公

共施設等の復旧状況、交通規制、被災者生活支援に関する情報等について、ボランティア団体や

ＮＰＯ等とも連携を図りながら、正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。

４ 防災関係機関の広報

防災関係機関は、相互に連携し、それぞれの広報計画に基づき、住民への広報を実施する。

特に、住民生活に直結した機関（道路、交通、電気、上下水道、ガス、通信等）は、応急対策活

動と発生原因や復旧見込、これに伴う復旧状況を定期的に道民に広報するとともに、北海道災害対

策（連絡）本部に対し、情報の提供を行う。

５ 災害対策現地合同本部等の広報

災害対策現地合同本部等が設置されたときは、必要に応じて、各防災機関の情報を取りまとめ

て広報を実施する。

第２ 安否情報の提供

１ 安否情報の照会手続

(1) 安否情報の照会は、道又は市町村に対し、照会者の氏名・住所（法人その他の団体にあっては

その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地））や照会に係る被災者の氏名・住所・生年

月日・性別、照会理由等を明らかにして行うものとする。

(2) 安否情報の照会を受けた道又は市町村長は、当該照会者に対して運転免許証、健康保険の被保

険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の四十四第

一項に規定する住民基本台帳カード等の本人確認資料の提示又は提出を求めることなどにより、

照会者が本人であることを確認するものとする。

(3) 安否情報の照会を受けた道又は市町村は、当該照会が不当な目的によるものと認めるときなど

一定の場合を除き、次の照会者と照会に係る者との間柄に応じて、適当と認められる範囲の安否

情報の提供をすることができるものとする。

照会者と照会に係る被災者との間柄 照会に係る被災者の安否情報

ア ・被災者の同居の親族 ・被災者の居所

（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様・被災者の負傷若しくは疾病の状況

の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。） ・被災者の連絡先その他安否の確認に必要と認められる情報

イ ・被災者の親族（アに掲げる者を除く。） ・被災者の負傷又は疾病の状況

・被災者の職場の関係者その他の関係者

ウ ・被災者の知人その他の被災者の安否情報を必・被災者について保有している安否情報の有無

要とすることが相当であると認められる者

(4) 道又は市町村は、(3)にかかわらず、照会に係る被災者の同意があるときなどの一定の場合に

は、照会に係る被災者の居所、死亡・負傷等の状況など安否の確認に必要と認められる情報を提

供することができるものとする。

２ 安否情報を回答するに当たっての道又は市町村の対応

道及び市町村は安否情報を回答するときは、次のとおり対応するものとする。

(1) 被災者等の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防・救助等人命に関わる

ような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲において回答するよう努め

るものとする。

(2) 安否情報の適切な提供のために必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関

する情報を、その保有に当たつて特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用すること

ができるものとする。

(3) 安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係市町村、消防機関、警察等と協力し

て被災者に関する情報の収集に努めることとする。

(4) 被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受ける恐れがある者等

が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理

を徹底するよう努めるものとする。



- 117 -

第５節 避難対策計画

地震・津波災害時において住民の生命及び身体の安全、保護を図るために実施する避難措置に関する

計画は、次のとおりである。

第１ 避難実施責任者及び措置内容

火災、山(崖)崩れ、地震、津波等の災害により、人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため

特に必要があると認められるときは、市町村長等避難実施責任者は、次により避難勧告等を行う。

特に、市町村は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高

齢者等の避難行動要支援者の避難支援対策を充実・強化する必要がある。このため、避難勧告、

避難指示（緊急）及び災害発生情報のほか、一般住民に対して避難準備及び自主的な避難を呼び

かけるとともに、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、その避難行動

支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始することを求める避難準備・高齢者等避難

開始を発令する必要がある。

なお、避難勧告等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難勧

告、避難指示（緊急）及び災害発生情報を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をと

りやすい時間帯における避難準備・高齢者等避難開始の発令に努めるものとする。

１ 市町村長（基本法第60条）

(1) 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、警戒巡視等によって得られる

情報の収集並びに過去の災害事例等を勘案し、住民の生命、身体に被害が及ぶおそれがあると

判断される状況に至ったときは、直ちに必要と認める地域の居住者等に対し、次の勧告又は指

示を行う。

ア 避難のための立退きの勧告又は指示

イ 必要に応じて行う、立退き先としての指定緊急避難場所等の避難場所の指示

ウ 近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示

エ 大津波警報（特別警報）など津波の発生予報が発せられた場合、直ちに高台などの安全な

場所へ避難させる等の措置

また、避難勧告等の発令等は、災害の状況及び地域の実情に応じ、市町村防災行政無線（戸

別受信機を含む。）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報

メール機能を含む。）、ワンセグ等のあらゆる手段を活用して、対象地域の住民に迅速かつ的

確に伝達する。

(2) 市町村長は、避難のための立退きの指示、避難場所の指示、近隣の安全な場所への待避や屋

内安全確保の指示を行うことができない場合は、警察官又は海上保安官にその指示を求める。

(3) 市町村長は、上記の勧告又は指示を行ったときは、その旨を速やかに総合振興局長又は振興

局長に報告する（これらの指示等を解除した場合も同様とする。）

２ 水防管理者 (水防法第29条)

(1) 水防管理者（水防管理者水防管理団体である市町村の長等）は、洪水、津波又は高潮の氾濫

により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要と認める区域の居住者に対し、避

難のため立ち退くべきことを指示することができる。

(2) 水防管理者は、避難のための立ち退きを指示した場合は、その状況を総合振興局長又は振興

局長に速やかに報告するとともに、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知する。

３ 知事又はその命を受けた道の職員（基本法第60条・第72条、水防法第29条、地すべり等防止法

第25条）

(1) 知事（総合振興局長又は振興局長）又は知事の命を受けた職員は、洪水又は高潮の氾濫若し

くは地滑りにより著しい危険が切迫していると認められるとき、又はその可能性が大きいと判

断されるときは、避難のため立退きが必要であると認められる区域の居住者に対し立退きの指

示をすることができる。

また、知事（総合振興局長又は振興局長）は洪水、高潮、地滑り以外の災害の場合において
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も、市町村長が行う避難、立退きの指示について必要な指示を行うことができる。災害救助法

が適用された場合、避難所の開設、避難者の受入れ等については市町村長に委任する。

(2) 知事は、災害発生により市町村長が避難の勧告及び指示に関する措置ができない場合は当該市

町村長に代わって実施する。

(3) 総合振興局長又は振興局長は、市町村長から避難勧告、避難指示（緊急）、立退先の指示及び

避難所の開設等について報告を受けた場合は、市町村長と情報の交換に努めるとともに、速やか

に知事にその内容を報告しなければならない。

また、市町村長から遠距離、その他の理由により必要な輸送手段の確保の要請があった場合は、

輸送計画の定めるところにより関係機関に協力要請する。

４ 警察官又は海上保安官（基本法第61条、警察官職務執行法第4条）

(1) 警察官又は海上保安官は、１の(2)により市町村長から要求があったとき、又は市町村長が避

難の指示ができないと認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退

き又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を行うものとし、避難のための立退き

を指示する場合に必要があると認めるときには、その立退き先について指示することができる。

その場合、直ちに、市町村長に通知するものとする。

(2) 警察官は、災害による危険が急迫したときは、その場の危害を避けるため、その場にいる者

を避難させることができる。この場合は所属の公安委員会にその旨報告するものとする。

５ 自衛隊（自衛隊法第94条等）

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、市町村長等、警察官及び海上保安官がその場にいないときに限り、次の措置をとるこ

とができる。

この場合において、当該措置をとったときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければな

らない。

(1) 住民等の避難等の措置等（警察官職務執行法第4条）

(2) 他人の土地等への立入（警察官職務執行法第6条第1項）

(3) 警戒区域の設定等（基本法第63条第3項）

(4) 他人の土地等の一時使用等及び被災工作物等の除去等（基本法第64条第8項）

(5) 住民等への応急措置業務従事命令（基本法第65条第3項）

第２ 避難措置における連絡、助言、協力及び援助

１ 連絡

市町村、道(総合振興局又は振興局)、北海道警察本部(警察署等)、第一管区海上保安本部(海上

保安部署)及び自衛隊は、法律又は防災計画の定めるところにより、避難の措置を行った場合には、

その内容について相互に通報・連絡するものとする。

２ 助言

(1) 市町村

市町村は、避難のための立退きの勧告・指示、又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保

の指示を行うに際して、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等を有してい

る地方気象台、河川事務所等、国や道の関係機関から、災害に関する情報等の必要な助言を求め

ることができるものとする。

市町村は、避難勧告を発令する際に必要な助言を求めることができるよう、国や道の関係機関

との間でホットラインを構築するなど、災害発生時における連絡体制を整備するよう努める。

(2) 国や道の関係機関

市町村から助言を求められた国や道の関係機関は、避難勧告等の対象地域、判断時期等につい

て助言するものとする。また、道は、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町

村に積極的に助言するものとする。

また、国や道の関係機関は、その所掌する事務に関する助言を行うものとする。

３ 協力、援助

(1) 北海道警察
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市町村長が行う避難の措置について、関係機関と協議し、避難者の誘導や事後の警備措置等に

必要な協力を行うものとする。

(2) 第一管区海上保安本部

避難の指示等が発せられた場合において、必要に応じ又は要請に基づき避難者等の緊急輸送を

行う。

第３ 避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報及び避難準備・高齢者等避難開始の周知

市町村長は、避難勧告等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、避難勧告等の発令に
当たっては、消防機関等関係機関の協力を得つつ、次の事項について、生命や身体に危険が及ぶ恐
れがあることを認識できるように避難勧告等の伝達文の内容を工夫することや、その対象者を明確
にすること、避難勧告等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したと
るべき避難行動について、住民にとって具体的でわかりやすい内容とするよう配慮し、市町村防災
行政無線（戸別受信機を含む。）、北海道防災情報システム、Ｌアラート（災害情報共有システム）、
テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能含む。）、ワンセグ
等のあらゆる伝達手段の特徴を踏まえた複合的な活用を図り、対象地域の住民への迅速かつ的確な
伝達に努め、住民の迅速かつ円滑な避難を図る。
特に、避難行動要支援者を含む要配慮者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避

難行動をとることが可能な者もいることから、障がいの状態等に応じ、適切な手段を用いて情報伝

達を行うとともに、民生委員等の避難支援等関係者が避難行動支援者名簿を活用して着実な情報伝

達及び早期に避難行動を促進できるよう配慮する。

１ 避難の勧告・指示、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示又は避難準備・高齢者等避

難開始の理由及び内容

２ 指定緊急避難場所等及び経路

３ 火災、盗難の予防措置等

４ 携行品等その他の注意事項

注）津波など避難の経路、場所等が変わる場合には、避難の種類によりサイレンの吹鳴方法を定

め、住民に周知する。

第４ 避難方法

１ 避難誘導

(1) 避難誘導は、市町村の職員、消防職・団員、警察官、その他指示権者の命を受けた職員が当

たり、人命の安全を第一に、円滑な避難のための立退きについて適宜指導する。その際、自力

避難の困難な避難行動要支援者に関しては、その実態を把握しておくとともに、事前に援助者

を定めておく等の支援体制を整備し、危険が切迫する前に避難できるよう十分配慮する。

市町村は、災害の状況に応じて避難勧告等を発令した上で、避難時の周囲の状況等により、近

隣のより安全な建物への「緊急的な待避」や「屋内安全確保」といった適切な避難行動を住民が

とれるように努めるものとする。

また、市町村の職員、消防職・団員、警察官など避難誘導に当たる者の安全の確保に努める

ものとする。

(2) 津波発生時の避難については、徒歩によることを原則とするが、各地域において津波到達時間、

避難場所までの距離、避難行動要支援者の存在、避難路の状況等を踏まえて、やむを得ず自動車

により避難せざるを得ない場合は、市町村は、避難者が自動車で安全かつ確実に避難できる方策

をあらかじめ検討するものとする。検討に当たっては、警察と十分調整しつつ、自動車避難に伴

う危険性の軽減方策とともに、自動車による避難には限界量があることを認識し、限界量以下に

抑制するよう各地域で合意形成を図るものとする。

(3) 市町村の職員、消防職・団員、水防団員、警察官など避難誘導・支援にあたる者の危険を回避

するため、 津波到達時間などを考慮した避難誘導・支援に係る行動ルールや退避の判断基準を

定め、住民等に周知するものとし、避難誘導・支援の訓練を実施することにより、避難誘導等の

活動における問題点を検証し、行動ルール等を必要に応じて見直すものとする。
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２ 移送の方法

(1) 避難は、避難者が各個に行うことを原則とするが、避難者の自力による避難が不可能な場合は、

協定を締結した運送事業者等と連携し、市町村において車両、船艇等によって移送する。

(2) 市町村は、避難者移送の実施が困難な場合、他の市町村又は道に対し、応援を求める。

(3) 道は、前記要請を受けた時は、関係機関に対する要請や協定を締結した運送事業者等との連携

により被災者の移送について必要な措置を行う。

(4) また、道は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者である

指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人・場所・期日を示して、被災者の運送

を要請する。運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由なく要請に応じ

ないときは、被災者保護の実施の必要性に鑑み、当該機関に対し、被災者の運送を行うべきこと

を指示する。

第５ 避難行動要支援者の避難行動支援

１ 道の対策

道は、市町村における要配慮者対策及び社会福祉施設等の状況を的確に把握し、各種の情報の提

供、応援要員の派遣、国、他の都府県、市町村への応援要請等、広域的な観点から支援に努める。

また、災害発生時に市町村において福祉避難所を開設した場合、市町村の要請に応じて、必要な

人材の派遣に努める。

２ 市町村の対策

(1) 避難行動要支援者の避難支援

市町村長は、平常時から避難行動要支援者名簿の情報を提供することに同意した者については、

名簿情報に基づいて避難支援を行うとともに、平常時から名簿情報を提供することに不同意であ

った者についても、可能な範囲で避難支援を行うよう、民生委員等の避難支援等関係者等に協力

を求める。

なお、避難支援を行うに当たっては、避難支援等関係者の安全確保の措置、名簿情報の提供を

受けた者に係る守秘義務等に留意する。

(2) 避難行動要支援者の安否確認

市町村は、避難行動要支援者名簿を有効に活用し、災害発生後、直ちに在宅避難者を含む避難

行動要支援者の所在、連絡先を確認し、安否の確認を行う。

(3) 避難場所以降の避難行動要支援者への対応

市町村は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた全体計画等に基づき、避難行動

要支援者及びその名簿情報が避難支援関係者等から避難場所等の責任者に引き継がれるよう 措

置する。

また、全体計画等に基づき、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して以下の措

置を講ずる。

ア 指定避難所（必要に応じて福祉避難所）への移動

イ 病院への移送

ウ 施設等への緊急入所

(4) 応急仮設住宅への優先的入居

市町村は、応急仮設住宅への入居にあたり、要配慮者の優先的入居に努めるものとする。

(5) 在宅者への支援

市町村は、要配慮者が在宅での生活が可能と判断された場合は、その生活実態を的確に把握し、

適切な援助活動を行う。

(6) 応援の要請

市町村は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、必要に応じて、道、隣接市町村等へ応

援を要請する。

３ 外国人に対する対策

道及び市町村は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人についても要配慮者として位置付け、

災害発生時に迅速、かつ、的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めるととも

に、外国人登録等様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図る。
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ア 多言語による広報の充実

イ 避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化

ウ 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施

第６ 避難路及び避難場所の安全確保

住民等の避難に当たっては、市町村の職員、警察官、その他避難措置の実施者は、避難路、避難

場所の安全確保のため支障となるものの排除を行うものとする。

第７ 被災者の受入れ及び生活環境の整備

市町村は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無に関わらず

適切に受け入れることとする。

災害応急対策実施責任者、公共的団体、防災上重要な施設の管理者は、速やかな指定避難所の供

与及び指定避難所における安全性や良好な居住性の確保に必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。

また、指定避難所に滞在する被災者、やむを得ない理由により指定避難所に滞在することができ

ない被災者のいずれに対しても、必要となる生活関連物資の配付、保健医療サービスの提供など、

被災者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第８ 指定緊急避難場所の開設

市町村は、災害が発生し、又は、災害が発生する恐れがあるときは、必要に応じ、避難準備・

高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知徹底を図る

ものとする。

第９ 指定避難所の開設

１ 市町村は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあるときは、必要に応じ、指定避難所

を開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図るものとする。

なお、開設にあたっては、施設の被害の有無を確認するとともに、施設の構造や立地場所など安

全性の確保に努めるものとする。

また、要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開設するものとする。指定避難所だけでは
施設が量的に不足する場合には、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、管理者の同意
を得て避難所として開設する。

２ 市町村は、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者に配慮して、被災地以外の地域に

あるものを含め、旅館・ホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。

３ 市町村は、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとする。

４ 市町村は、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶による孤

立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討するものとす

る。

５ 市町村は、著しく異常かつ激甚な非常災害により避難所が著しく不足し、特に必要と認められる

ものとして当該災害が政令で指定されたときは、避難所の設置についてスプリンクラー等の消防用

設備等の設置義務に関する消防法第17条の規定の適用除外措置があることに留意する。

６ 市町村は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の

対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや

旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。

第10 指定避難所の運営管理等

指定避難所の運営は、関係機関の協力のもと市町村が適切に行うものとする。

１ 市町村は、各指定避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、指定避難所における情報

の伝達、食料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、町内会、自治会及

び避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるように努めるとともに、必要

に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協力を求めるものとする。

また、市町村は、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行

できるよう、その立ち上げを支援するものとする。
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２ 市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知識等の

普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所に関与

運営できるように配慮するよう努めるものとする。

なお、実情に合わせて、応援職員やボランティア、地域防災マスター等による避難所運営業務の

分担等、自主運営のための各種支援を行うこととし、関係団体等との連携・協力に努めるものとす

る。

３ 市町村は、避難所における食事や物資の配布など生活上の情報提供について、障がい特性に応じ

た情報伝達手段を用いて、情報伝達がなされるよう努めるものとする。

４ 市町村は、指定避難所ごとにそこに受け入れている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せ

ず食事のみ受取りに来ている被災者、車中泊の被災者等に係る情報の早期に把握するとともに、や

むを得ず避難所に滞在することができない被災者等に係る情報の把握に努めるものとする。

５ 市町村は、指定避難所の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努めるものとする。

そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じるものとする。

その際、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、道や市町村、医療・保健関係者等

は連携して、段ボールベッドの早期導入や、衛生面において優れたコンテナ型のトイレの配備等の

支援を行うとともに、専門家等との定期的な情報交換に努めるものとする。

また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻

度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみ処理

の状況など、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努

めるものとする。

６ 市町村は、避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努めるものとし、道においては、

指定避難所における家庭動物のためのスペースの確保についての指針を示すなど、市町村に対する

助言・支援に努めるものとする。なお、家庭動物のためのスペースは、特に冬期を想定し、屋内に

確保することが望ましい。

また、市町村は、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努めるも
のとする。

７ 市町村は、指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男

女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理

用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配付等による指定避難所における安

全性の確保など女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営管理に努めるものとする。

８ 市町村は、やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な物

資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、情報提供等により，生

活環境の確保が図られるよう努めることとする。

９ 道及び市町村は、災害の規模、被災者の避難及び受入状況、避難の長期化等にかんがみ、必要

に応じて旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。

特に要配慮者等へは、「災害発生時等における宿泊施設の活用に関する協定」（資料編８－２参照）

を活用するなど良好な生活環境に努めるものとする。

10 北海道警察は、避難期間等にかんがみて必要に応じ、避難所等を巡回し、相談及び要望等の把握

に努めるものとする。

11 道及び市町村は、災害の規模等にかんがみて必要に応じ、避難者の健全な住生活の早期確保のた

めに、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅及び空家等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等

により、指定避難所の早期解消に努めることを基本とする。

12 市町村は、車中泊による避難を受け入れる場合は、トイレの確保や医療・保健関係者等と連携し

て、エコノミークラス症候群や一酸化炭素中毒等への予防対処策の周知、冬期間の寒さ対策など健

康への配慮を行うものとする。

また、安全対策や避難所施設の利用ルール、各種情報や食事等支援物資の提供方法などについて

あらかじめ規定し、円滑な避難所運営ができる体制の構築に努めるものとする。

なお、道は、市町村に対する助言・支援に努めるものとする。
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13 市町村は、避難所における食事については、食物アレルギーに配慮し、避難生活が長期化した場

合には、メニューの多様化や栄養バランス等を考慮して、適温食を提供できるよう、管理栄養士等

の協力を得ながら、ボランティア等による炊き出しや地元事業者からの食料等の調達の他、給食セ

ンターを活用するなどの体制の構築に努めるものとする。

なお、道は、市町村に対する助言・支援に努めるものとする。

14 市町村は、被災地において感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災担当部局と保健福祉担当
部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものとする。

第11 広域一時滞在

１ 道内における広域一時滞在

(1) 地震・津波による災害発生により、被災住民について、道内の他の市町村における一時的な

滞在（以下、「道内広域一時滞在」という。）の必要があると認める市町村長（以下、「協議元

市町村長」という。）は、道内の他の市町村長（以下、「協議先市町村長」という。）に被災住民

の受入れについて、協議を行う。

なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事に助言を求めるものとする。

(2) 道内広域一時滞在の協議をしようとするときは、協議元市町村長は、あらかじめ総合振興局

長又は振興局長を通じて知事に報告する。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協

議開始後、速やかに、報告するものとする。

(3) 協議元市町村長又は知事より、道内広域一時滞在の協議を受けた協議先市町村長は、被災住

民を受入れないことについて正当な理由がある場合を除き、指定避難所を提供し、被災住民を

受け入れるものとし、受入決定をしたときは、直ちに指定避難所の管理者等の被災住民への支

援に関係する機関に通知するとともに、速やかに、協議元市町村長に通知する。

なお、協議先市町村長は必要に応じて、知事に助言を求めるものとする。

(4) 協議元市町村長は、協議先市町村長より受入決定の通知を受けたときは、その内容を公示し、

及び被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに、知事に報告する。

(5) 協議元市町村長は、道内広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その

旨を協議先市町村長及び避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知し、内容

を公示するとともに、知事に報告する。

(6) 協議先市町村長は、協議元市町村長より道内広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受

けたときは、速やかに、その旨指定避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通

知する。

(7) 知事は、災害の発生により市町村が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道

内広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該市町村長の実施すべき措置を代わって実施

する。

また、当該市町村が必要な事務を遂行できる状況になったと認めるときは、速やかに事務を

当該市町村長に引き継ぐものとする。

なお、上記の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示するとともに、代行

を終了したときは代行した事務の措置について、当該市町村長に通知する。

２ 道外への広域一時滞在

(1) 災害発生により、被災住民について、道外における一時的な滞在（以下、｢道外広域一時滞在｣

という。）の必要があると認める場合、市町村長（以下、｢協議元市町村長｣という。）は、知事に

対し、他の都府県知事（以下、｢協議先知事｣という。）に対し、被災住民の受入れについて協議

することを求めることができるものとする。

(2) 知事は、協議元市町村長より道外広域一時滞在に関する要求があったときは、協議先知事に協

議を行うものとする。

また、知事は、必要に応じて内閣総理大臣に助言を求めるものとする。

(3) 道外広域一時滞在の協議をしようとするときは、知事は、あらかじめ内閣総理大臣に報告する。

ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに、報告するものとする。

(4) 知事は、協議先知事より受入決定の通知を受けたときは、速やかに協議元市町村長に通知する

とともに内閣総理大臣に報告する。
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(5) 協議元市町村長は、知事より受入決定の通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、

避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知する。

(6) 協議元市町村長は、道外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨

を知事に報告し、及び公示するとともに避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に

通知する。

(7) 知事は、協議元市町村長より道外広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたときは、

速やかにその旨を協議先知事に通知するとともに、公示するとともに内閣総理大臣に報告するも

のとする。

３ 広域一時滞在避難者への対応

道及び市町村は、広域一時滞在により居住地以外の市町村に避難した被災住民に必要な情報や物

資等を確実に送り届けられるよう、被災住民の所在地等の情報を共有するなど、避難元と避難先の

市町村における連携に配慮する。

４ 内閣総理大臣による協議等の代行

内閣総理大臣は、災害の発生により市町村及び道が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民

について道内広域一時滞在又は道外広域一時滞在の必要があると認めるときは、当該市町村長又は

知事の実施すべき措置を代わって実施するが、当該市町村又は知事が必要な事務を遂行できる状況

になったと認めるときは、速やかに当該市町村長又は知事との事務の引き継ぎが行われるものとす

る。
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第６節 救助救出計画

地震・津波災害によって生命又は身体に危険が及んでいる者等の救助救出に関する計画は、次のとお

りである。

なお、市町村をはじめとする救助機関は、迅速な救助活動を実施するとともに、活動に当たっては各

機関相互の情報交換、担当区域の割振りなど円滑な連携のもとに実施する。

また、被災地の地元住民や自主防災組織等は、可能な限り救助活動に参加し、被災者の救出に努める。

第１ 実施責任

１ 北海道警察

被災地域において生命又は身体に危険が及んでいる者等の救助救出を実施する。

２ 第一管区海上保安本部

海上における遭難者の救助救出を実施する。

３ 北海道

道は、市町村を包括する機関として、広域的、総合的な調整を行うとともに、市町村から救助

救出について応援を求められ、必要があると認めたときは、その状況に応じ、自衛隊等防災関係

機関の協力を得て適切な措置を講ずる。

また、市町村のみでは実施できない場合の救助救出を実施する。

４ 市町村（消防機関）

市町村（救助法を適用された場合を含む。）は、災害により生命又は身体に危険が及んでいる

者等をあらゆる手段を講じて早急に救助救出し、負傷者については、速やかに医療機関又は日本

赤十字社北海道支部の救護所に収容する。

また、市町村は、当該市町村の救助力が不足すると判断した場合には、隣接市町村、北海道等

の応援を求める。

第２ 救助救出活動

１ 被災地域における救助救出活動

市町村及び北海道警察は、職員の安全確保を図りつつ、緊密な連携のもとに被災地域を巡回し、

救助救出を要する者を発見した場合は、資機材を有効活用するとともに、救助関係機関及び住民の

協力を得て、被災者の救助救出活動を実施する。

特に、発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏ま

え、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分するものとする。

２ 海上における救助救出活動

第一管区海上保安本部は、海上災害が発生した場合、速やかに巡視船艇及び航空機により、海上

における遭難者の救助活動を実施する。

３ 災害対策現地合同本部

大規模災害が発生し、被災者の救助・救出等の応急対策を迅速かつ適切に実施するため必要と

認められる場合は、第３章第１節「応急活動体制」の定めるところにより、災害対策現地合同本部

を設置する。

（参考資料編８－２ 救助・救援等に関する協定）



- 126 -

第７節 地震火災等対策計画

大地震が発生した場合には、建物等の倒壊をはじめ、火災の同時多発や市街地への延焼拡大などによ

り、多大な人的・物的被害が発生するおそれがある。

このため、被災地の地元住民や自主防災組織等は、可能な限り初期消火及び延焼拡大の防止に努める
とともに、市町村における消火活動に関する計画は、次のとおりである。

第１ 消防活動体制の整備

市町村は、その地域における地震災害を防ぎょし、これらの被害を軽減するため、消防部隊の編

成及び運用、応急消防活動その他消防活動の実施体制について、十分に検討を行い、整備しておく
ものとする。

第２ 火災発生、被害拡大危険区域の把握

市町村は、地震による火災発生及び拡大を防止するため、あらかじめ、おおむね次に掲げる危険

区域を把握し、また必要に応じて被害想定を作成し、災害応急活動の円滑な実施に資するものとす
る。

１ 住宅密集地域の火災危険区域

２ 崖崩れ、崩壊危険箇所

３ 津波等による浸水危険区域

４ 特殊火災危険区域（危険物、ガス、火薬、毒劇物等施設）

第３ 相互応援協力の推進

市町村は、消防活動が円滑に行われるよう、次に掲げる応援協定により、必要に応じ相互に応援

協力をするものとする。

・ 消防相互応援

・ 広域航空消防応援

・ 緊急消防援助隊による応援

第４ 地震火災対策計画の作成

市町村は、大地震時における火災防ぎょ活動及び住民救出活動の適切かつ効果的な実施を図るた

め、必要に応じ、あらかじめ地震火災対策計画を作成する。

この場合その基本的事項は、おおむね次のとおりである。

１ 消防職員等の確保

大規模地震発生時には、住宅密集地域における火災の多発に伴い、集中的消火活動は困難であり、

また、消防設備が破壊され、搬出不能となることも考えられ、更に消防職員、団員の招集も困難に

なるなど、消防能力が低下することなどから、あらかじめこれらに対する維持、確保の措置を講ず
る。

２ 消防水利の確保

地震時には、水道施設の停止や水道管の破損等により、消火栓が使用不能となることが考えられ

ることから、防火水槽・耐震性貯水槽・配水池の配置のほか、海、河川等多角的な方策による消防
水利の確保に努める。

３ 応急救出活動

大規模地震発生時の混乱した状況下における救出活動は、非常に困難であるため、倒壊した家屋
内での住民、特に要配慮者の救護方法について検討しておく。

４ 初期消火の徹底

住民に対しては平素から地震発生時の火気の取締りと初期消火の重要性を十分に認識させるた

め、事前啓発の徹底を図る。

また、発生直後にあっては、被災地までの道路交通網等の寸断等により、消防機関の到着に時間
を要することから、被災地の住民や自主防災組織は、可能な限り初期消火及び延焼防止に努める。
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第８節 津波災害応急対策計画

大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報が発表され、又は津波発生のおそれがある場合の

警戒並びに津波が発生した場合の応急対策についての計画は、次のとおりである。

第１ 津波警戒体制の確立

沿岸市町村など次の機関は、気象庁の発表する大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意

報によるほか、強い地震（震度４程度以上）を感じたとき又は弱い地震であっても長い時間ゆっ

くりとした揺れを感じたときには、津波来襲に備え警戒態勢をとる。

１ 沿岸市町村

海浜等にある者に対し、海岸等からの退避、テレビ、ラジオの聴取等警戒体制をとるよう周知

するとともに、水門等の閉鎖、安全な場所からの海面監視等警戒にあたる。

２ 北海道

津波情報の収集、沿岸市町村との連絡調整等を行う。

さらに、漁港、海岸等の警戒にあたるとともに、潮位の変化等津波情報の収集、伝達を行う。

３ 北海道警察

気象庁が大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報を発表した場合等は、速やかに警察

署を通じて関係自治体にこれら警報等の内容を伝達するとともに、警戒警備等必要な措置を実施

する。

４ 第一管区海上保安本部

緊急通信等により、船舶に対し、大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報を伝達する

とともに、巡視船艇により、付近の在港船舶及び沿岸部の船舶に対し、沖合等安全な海域への避

難、ラジオ、無線の聴取等警戒体制をとるよう周知する。

第２ 住民等の避難・安全の確保

大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報が発表された場合もしくは海面監視により異

常現象を発見した場合、沿岸市町村長及び関係機関は、津波来襲時に備え、次の対策を実施する。

１ 沿岸市町村

市町村長は、沿岸住民等に対して、直ちに退避・避難するよう勧告・指示を行うとともに、勧

告等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努めるものとする。

また、津波来襲が切迫している場合、最寄りの高層ビルなどに緊急避難するよう伝達する。

２ 北海道

市町村が災害の発生により、避難の勧告及び指示を行うことができない場合、知事は、避難の

ための勧告及び指示に関する措置の全部又は一部を当該市町村長に代わって実施する。

また、市町村から求めがあった場合には、避難勧告等の対象地域、判断時期等について助言す

るものとする。そして、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町村に積極的に

助言するものとする。

３ 北海道警察

気象庁が大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報を発表した場合等は、速やかに警察

署を通じて関係自治体にこれら警報等の内容を伝達するとともに、沿岸を管轄する警察署長は、

避難誘導、交通規制等必要な措置を実施する。

４ 第一管区海上保安本部

津波による危険が予想される海域に係る港及び海岸付近にある船舶に対し港外、沖合等安全な

海域への避難を勧告するとともに、必要に応じて入港を制限し、又は港内の停泊中の船舶に対し

て移動を命ずる等の規制を行う。

第３ 災害情報の収集

道、北海道警察及び第一管区海上保安本部は、航空機又は船艇を派遣し、災害状況の把握及び

情報収集を実施するとともに、防災関係機関相互に情報の共有化を図る。
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第９節 災害警備計画

地震・津波災害時において、地域住民の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序を維持す

るために必要な警戒、警備についての計画は、次のとおりである。

第１ 災害警備の実施

北海道警察及び第一管区海上保安本部は、それぞれ陸上及び海上における災害警備対策を実施

する。

第２ 被災地域における災害警備

北海道警察は、関係機関と緊密な連携の下に災害警備諸対策を推進するほか、地震、津波が発

生し、又は発生のおそれがある場合は、早期に警備体制を確立して、災害情報の収集及び道民の

生命、身体及び財産を保護し、被災地域における社会秩序の維持にあたることを任務とする。

１ 災害警備体制の確立

地震、津波が発生した場合、その災害の規模、様態に応じて、別に定めるところにより災害警

備本部等を設置するものとする。

２ 応急対策の実施

(1) 災害警備活動に必要な情報を収集するとともに、収集した情報を関係機関し共有する。

(2) 住民の避難に当たっては、市町村、消防機関等と協力し、安全な経路を選定して誘導すると

ともに、被災後の無人化した住宅街、商店街等におけるパトロールの強化、定期的な巡回を行

い犯罪の予防及び取締り等に当たるものとする。

(3) 地震、津波が発生し、又は発生のおそれがある場合は、関係機関と密接な連携を図るととも

に、災害の種別、規模及び態様に応じ、住民の避難、犯罪予防、交通規制等の措置について迅

速な広報に努めるものとする。

(4) 防災関係機関と協力して、被災者の救出、救助活動を実施するとともに、死体見分等に当た

るものとする。

第３ 海上における治安の維持

第一管区海上保安本部は、海上における治安を維持するため、次に掲げる措置を講ずるものと

する。

１ 巡視船艇を災害発生地域の所要の海域に配備し、犯罪の予防、取締りを行う。

２ 巡視船艇により警戒区域（基本法第63条）又は重要施設周辺海域の警戒を行う。

３ 治安の維持に必要な情報の収集を行う。
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第１０節 交通応急対策計画

地震、津波の発生に伴う道路、船舶及び航空交通の混乱を防止し、消防、避難、救助、救護等の応

急対策活動を迅速に実施するための道路交通等の確保に関する計画は、次のとおりである。

第１ 交通応急対策の実施

発災後の道路啓開、応急復旧を迅速に行うため、関係機関及び道路管理者相互の連携の下、あ

らかじめ道路啓開等の計画を立案するなど事前の備えを推進する。

１ 北海道公安委員会（北海道警察）

(1) 災害が発生し、又は正に発生しようとしている場合において、道路（高速道路を含む。）にお

ける危険を防止し、交通の安全と円滑化を図るため必要があると認めるとき、また、災害応急

対策上緊急輸送を行う必要があると認められるときは、区域及び道路の区間を指定して緊急通

行車両以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制限する。

(2) 通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の妨害となることにより災害応

急対策の実施に著しい支障があると認められるときは、当該車両その他の物件の占有者、所有

者、管理者に対し、当該車両その他の物件の移動等の措置をとることを命ずることができる。

(3) (2)による措置を命ぜられた者が当該措置をとらないとき又はその命令の相手方が現場にいな

いために当該措置をとることを命ずることができないときは、自らその措置を取ることができ

る。

この場合において、当該措置を取るためやむを得ない限度において車両その他の物件を破損

することができる。

２ 第一管区海上保安本部

海上における船舶交通の安全を確保するため、必要に応じ海上交通の規制等を行う。

３ 東京航空局道内各空港事務所

(1) 航空機に対し、運航に影響を与える災害情報を提供するとともに、空港基本施設及び保安施

設の損壊等により航空機の運航に危険がある場合には、必要に応じ空港の使用を禁止又は制限

するほか、飛行計画、飛行経路等の調整を行う。

(2) 緊急輸送に従事する航空機の運航を優先する。

４ 北海道開発局

国道及び高速道路（直轄区間）の路線に係る道路の構造の保全と交通の危険を防止するため、

障害物の除去に努めるものとし、必要と認められるときは、車両等の通行を禁止し、又は制限す

るとともに迂回路等を的確に指示し、交通の確保を図る。

５ 東日本高速道路株式会社北海道支社

東日本高速道路株式会社が管理している道路の構造の保全と交通の危険を防止するため、障害

物の除去に努めるものとし、必要と認められるときは、車両等の通行を禁止、又は制限し、交通

の確保を図る。

６ 北海道

(1) 道が管理している道路が災害による被害を受けた場合、速やかに被害状況や危険個所等を把

握するとともに、障害物の除去に努めるものとする。

(2) 交通の危険を防止するため、必要と認めるときは、車両等の通行を禁止し、又は制限すると

ともに迂回路等を的確に指示し、関係機関との連絡を密にしながら、交通の確保に努める。

(3) 道が管理している緊急通行車両のガソリン等の確保に努めるものとするとともに、ガソリン

等について、市町村長等の要請に基づき斡旋及び調達を行うものとする。

７ 市町村（消防機関）
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(1) 市町村が管理している道路で災害が発生した場合は、道路の警戒に努めるとともに、交通の

危険を防止するため必要と認めるときは、その通行を禁止し、又は制限するとともに迂回路等

を的確に指示し、関係機関との連絡を密にし、交通の確保に努める。

(2) 消防吏員は、警察官がその場にいない場合に限り、通行禁止区域等において、車両その他の

物件が緊急通行車両の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障があると認めら

れるときは、当該車両その他の物件の占有者、所有者、管理者に対し、当該車両その他の物件

の移動等の措置をとることを命ずることができる。

(3) 消防吏員は、(2)による措置を命ぜられた者が当該措置を取らないとき又はその命令の相手

方が現場にいないために当該措置を取ることを命ずることができないときは、自らその措置を

とることができる。

この場合において、当該措置をとるためやむを得ない限度において車両その他の物件を破損

することができる。

８ 自衛隊

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、市町村長等、警察官及び海上保安官がその場にいな

い時に限り次の措置をとることができる。

(1) 自衛隊用緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置を命じ、又は自ら当該措置を

実施

(2) 警戒区域の設定並びにそれに基づく立ち入り制限・禁止及び退去命令

(3) 現場の被災工作物等の除去等

９ 一般社団法人北海道警備業協会

一般社団法人北海道警備業協会及び支部は、災害時における交通誘導業務及び避難所の警備に

ついて、「災害時における交通誘導業務等に関する協定」(資料編８－２)等により関係機関の支

援を行う。

第２ 道路の交通規制

１ 道路交通網の把握

災害が発生した場合、道路管理者及び北海道公安委員会（北海道警察）は、相互に綿密な連携

を図るとともに、関係機関の協力を得て、次の事項を中心に被災地内の道路及び交通の状況につ

いて、その実態を把握する。

(1) 損壊し、又は通行不能となった路線名及び区間

(2) 迂回路を設定し得る場合はその路線名、分岐点及び合流点

(3) 緊急に通行の禁止又は制限を実施する必要の有無

２ 交通規制の実施

道路管理者及び北海道公安委員会は、次の方法により交通規制を実施するものとする。

(1) 交通規制を実施するときは、道路標識等を設置する。

(2) 緊急を要し道路標識等を設置するいとまがないとき、又は道路標識等を設置して行うことが

困難なときは、現場警察官等の指示によりこれを行う。

３ 関係機関との連携

道路管理者及び北海道公安委員会が交通規制により通行の禁止制限を行った場合には関係機関

に連絡するとともに、あらゆる広報媒体を通じて広報の徹底を図る。

第３ 海上交通安全の確保

第一管区海上保安本部は、海上交通の安全を確保するため、次に掲げる措置を講ずる。

１ 船舶交通のふくそうが予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整理・指導を行う。

２ 海難の発生その他の事情により、船舶交通の危険が生じ又は生ずるおそれがあるときは、必要

に応じて船舶交通を制限し、又は禁止する。

３ 海難船舶又は漂流物、沈没物その他の物件により船舶交通の危険が生じ又は生ずるおそれがあ
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るときは、速やかに必要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有者等に対し、これらの除去その

他船舶交通の危険を防止するための措置を講ずべきことを命じ、又は勧告することができる。

４ 水路の水深に異状を生じたと認められるときは、必要に応じて調査を行うとともに、応急標識

を設置する等により水路の安全を確保する。

５ 航路標識が損壊し又は流出したときは、速やかに復旧に努めるほか、必要に応じて応急標識

の設置に努める。

第４ 緊急輸送のための交通規制

災害が発生し、災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送、その他

応急措置を実施するための緊急輸送を確保する必要があると認めるときは、区域又は道路の区間

を指定し、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止し、又は制限する。

１ 通知

北海道公安委員会は、緊急輸送のための交通規制をしようとするときは、あらかじめ、当該道

路の管理者に対し、禁止又は制限の対象、区域、区間、期間及び理由を通知する。

なお、緊急を要し、あらかじめ通知できない場合は、事後直ちに通知する。

２ 緊急通行車両の確認手続

(1) 車両の確認

知事（総合振興局長又は振興局長）又は北海道公安委員会（北海道警察）は、車両の使用者

等の申出により当該車両が、応急対策に必要な物資の輸送等の緊急通行車両であることの確認

を行うものとする。

(2) 確認場所

緊急通行車両の確認は、道庁（総合振興局又は振興局）又は警察本部、方面本部、警察署及

び交通検問所で行う。

(3) 証明書及び標章の交付

緊急通行車両であると確認したものについては、各車両ごとに「緊急通行車両確認証明書」、

「標章」を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させる。

(4) 緊急通行車両

ア 緊急通行車両は、基本法に規定する災害応急対策を実施するために使用される車両で次の

事項について行うものとする。

(ｱ) 特別警報・警報の発表及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項

(ｲ) 消防、水防その他の応急措置に関する事項

(ｳ) 被災者の救難、救助その他保護に関する事項

(ｴ) 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項

(ｵ) 施設及び設備の応急の復旧に関する事項

(ｶ) 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項

(ｷ) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項

(ｸ) 緊急輸送の確保に関する事項

(ｹ) その他災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項

イ 指定行政機関等が保有し、若しくは、指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関

等の活動のために専用に使用される車両又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車

両であること。

(5) 事前届出制度の普及等

道、市町村及び地方行政機関は、発災後、当該車両に対して緊急通行車両標章を円滑に交付

されるよう、輸送協定を締結した民間事業者等に対し、緊急通行車両標章交付のための事前届

出制度の周知を行うとともに、自らも事前届出を積極的にするなど、その普及を図るものとす

る。
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３ 規制除外車両

北海道公安委員会は、民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害発生時に優先すべき

ものに使用される車両であって、公安委員会の意思決定により規制除外車両として通行を認める。

(1) 確認手続

ア 北海道公安委員会（北海道警察）は、車両の使用者等の申出により当該車両が、規制除外車

両であることの確認を行うものとする。

なお、災害対策に従事する自衛隊車両等であって、自動車番号標により外形的に車両の使用

者又は種類が識別できる車両については、規制除外車両として取り扱い、交通規制の対象から

除外する。

イ 確認場所

規制除外車両の確認は、警察本部、方面本部、警察署及び交通検問所で行う。

ウ 証明書及び標章の交付

規制除外車両であると確認したものについては、各車両ごとに「規制除外車両通行証明書」、

「標章」を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させる。

ただし、前記アに定める自衛隊車両等であって、自動車番号標により外形的に車両の使用者

又は種類が識別できる車両については、確認標章の交付を行わない。

(2) 事前届出制度

ア 規制除外車両の事前届出の対象とする車両

北海道公安委員会は、次のいずれかに該当する車両であって、規制除外車両の事前届出がな

された場合には、これを受理するものとする。

(ｱ)医師・歯科医師・医療機関が使用する車両

(ｲ)医薬品・医療機関・医療用資材等を輸送する車両

(ｳ)患者等搬送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る。）

(ｴ)建設用重機・道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両

イ 事前届出制度の普及

北海道公安委員会は、規制除外車両の事前届出に関する手続きについて、民間事業者等に対

し、事前届出制度の周知を行うとともに、災害に備えた規制除外車両の普及を図るものとする。

４ 放置車両対策

(1) 北海道公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要があるときは、道

路管理者、港湾管理者又は漁港管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、

放置車両や立ち往生車両等の移動等について要請するものとする。

(2) 道路管理者、港湾管理者又は漁港管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、

緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命

令を行うものとする。運転者がいない場合等においては、道路管理者、港湾管理者又は漁港管理

者は、自ら車両の移動等を行うものする。

(3) 道は、道路管理者である指定都市以外の市町村に対し、必要に応じて、ネットワークとして緊

急通行車両の通行ルートを確保するために、広域的な見地から指示を行うものとする。

第５ 緊急輸送道路ネットワーク計画

緊急輸送道路は、地震直後から発生する緊急輸送を円滑かつ確実に実施するために必要な道路

であり、耐震性を有し、地震時にネットワークとして機能することが重要である。

このため、北海道開発局、北海道、東日本高速道路㈱北海道支社等の道路管理者と北海道警察

等の防災関係機関からなる北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会では、緊急輸送を

確保するため必要な「緊急輸送道路」を定め、緊急輸送道路のネットワーク化を図る北海道緊急

輸送道路ネットワーク計画を策定している。

各道路管理者は、この計画に基づき緊急輸送道路の整備を計画的に推進することとしている。

北海道緊急輸送道路ネットワーク計画の概要は、次のとおりである。

１ 計画内容
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(1) 対象地域

道内全域

(2) 対象道路

既設道路及び概ね平成32年度までに供用予定の道路を基本としながら、必要に応じて河川管

理用道路、臨港道路等を含めている。

２ 緊急輸送道路の区分及び道路延長

緊急輸送道路ネットワークは、災害発生後の利用特性により、次のとおり区分しているが、北

海道の広域性を反映して、緊急輸送道路総延長は10,942㎞に上っている。

ア 第１次緊急輸送道路ネットワーク

道庁所在地(札幌市)、地方中心都市及び国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾（耐震強化岸

壁を有するもの）、拠点空港、公共用ヘリポート、総合病院、自衛隊、警察、消防等を連絡す

る道路〈道路延長7,092㎞〉

イ 第２次緊急輸送道路ネットワーク

第１次緊急輸送道路と市町村役場、主要な防災拠点(行政機関、公共機関、主要駅、地方港

湾（耐震強化岸壁を有するものを除く）、第３種漁港、第４種漁港（耐震強化岸壁を有するも

の）、地方管理空港、共用空港、その他の空港、災害医療拠点、備蓄集積拠点、広域避難地等）

を連絡する道路〈道路延長3,579㎞〉

ウ 第３次緊急輸送道路ネットワーク

第１次及び第２次緊急輸送道路とその他の防災拠点を連絡する道路〈道路延長271㎞〉

（参考）

資料編８－２ 燃料に関する協定


	　　　　　　災害対策本部指揮室の所掌は、北海道災害対策本部運営要領に定めるところによるが、そ　　　　　の主なものは次のとおりである。
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